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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期
決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高 (百万円) 64,39555,60251,30838,17148,55747,505

経常利益 (百万円) 4,745 3,306 2,683 2,519 2,985 4,216

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) 3,175 6,196 △894 1,256 790 1,792

純資産額 (百万円) 62,15866,85062,85162,32657,65257,611

総資産額 (百万円) 99,052102,80091,76990,81781,49669,629

１株当たり純資産額 (円) 507.88546.65513.96510.06497.57497.48

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
(円) 25.45 50.17 △7.31 10.28 6.50 15.47

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 24.33 47.34 ― 10.04 ― 15.36

自己資本比率 (％) 62.75 65.03 68.49 68.63 70.74 82.74

自己資本利益率 (％) 5.18 9.61 △1.38 2.01 1.32 3.11

株価収益率 (倍) 29.74 18.22 ― 52.43 92.15 32.00

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,327 3,887△5,298 4,376 1,217 3,055

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,610 12,335△1,799 843 △10,637△3,681

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △11,874△2,288△3,071△1,264△7,265△11,600

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 29,66543,59933,43337,39120,694 8,446

従業員数 (名) 1,838 1,527 1,322 1,306 1,217 1,149

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

３　平成19年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

４　平成19年12月期は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間となっており

ます。

５　平成20年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

６　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期
決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成19年12月平成20年12月平成21年12月

売上高 (百万円) 58,43649,76644,43332,56341,65641,488

経常利益 (百万円) 4,821 3,531 3,113 2,603 2,901 4,035

当期純利益 (百万円) 3,127 4,255 435 1,382 735 1,651

資本金 (百万円) 10,16210,16210,16210,17210,17210,172

発行済株式総数 (千株) 122,947122,947122,947122,966122,966116,966

純資産額 (百万円) 64,50067,01364,04463,58559,15759,086

総資産額 (百万円) 97,61599,83889,43887,85881,26869,478

１株当たり純資産額 (円) 526.08547.05523.71520.36510.56510.21

１株当たり配当額 (円) 15 25 15 11 15 15

（内１株当たり

中間配当額）
(円) (―) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 25.04 34.30 3.56 11.31 6.05 14.26

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 23.94 32.57 ― 11.01 ― 14.17

自己資本比率 (％) 66.08 67.12 71.61 72.37 72.79 85.04

自己資本利益率 (％) 4.91 6.47 0.66 2.17 1.20 2.79

株価収益率 (倍) 30.23 26.65 192.42 47.66 99.01 34.71

配当性向 (％) 59.91 72.89 421.35 97.26 247.93105.19

従業員数 (名) 1,515 1,248 1,053 1,048 965 916

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成18年３月期の１株当たり配当額25円には、特別配当10円を含んでおります。

３　平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。

４　平成19年３月期及び平成20年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が希薄化

効果を有しないため記載しておりません。

５　平成19年12月期は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間となっており

ます。

６　従業員数は、就業人員数を記載しております。
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２【沿革】

昭和２年10月 東京市京橋区に株式会社瓢箪屋薬房を設立

昭和４年１月 ボランタリー・チェーンシステムを採用し、エスエスチェーン会員薬局・薬店を通じて販売

昭和15年２月 商号をエスエス製薬株式会社に変更

昭和26年12月東京都中央区銀座に本社を新築移転

昭和26年12月大阪市北区に大阪営業所を開設

昭和38年１月 東京都中央区日本橋蛎殼町に本社を移転

昭和39年７月 千葉県成田市に成田工場を新設

昭和40年８月 福岡県福岡市に九州営業所（現在の九州支店）を新築移転

昭和40年11月北海道札幌市に北海道営業所（現在の北海道支店）を新築移転

昭和41年８月 名古屋市中村区に名古屋営業所（現在の名古屋支店）を新築移転

昭和44年８月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和44年11月東京都中央区日本橋久松町に本社を移転

昭和46年２月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

昭和49年11月大阪府吹田市に大阪支社を新築移転

昭和50年３月 成田工場敷地内に中央研究所を新築移転

昭和53年４月 福島県浪江町に福島工場を新設

昭和53年９月 同仁医薬化工㈱〔連結子会社〕株式取得

昭和59年３月 宮城県仙台市に仙台支店を開設

昭和60年10月富山県新湊市に富山工場を新設

平成元年11月 ヌトリラン医薬販売GmbH〔連結子会社〕出資金取得

　 （これにより、ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH〔連結子会社〕の出資金取得）

平成元年12月 海東エスエス製薬㈱〔連結子会社〕株式取得

平成２年９月  アーバンエステート㈱〔連結子会社〕株式取得

平成３年６月 成田工場敷地内に新中央研究所（現在の成田研究所）を新設

平成４年９月 サンエス薬品㈱〔連結子会社〕株式取得

平成９年３月 栃木県南河内町に東日本物流センターを新設

平成10年10月㈱コム・テック〔連結子会社〕株式取得

平成10年12月㈱応用医学研究所〔連結子会社〕株式取得

平成12年８月 ㈱エルストファーマ〔連結子会社〕株式取得

平成13年２月 ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH出資金追加取得（100％子会社化）

平成13年10月㈱丸和〔連結子会社〕株式取得

平成13年10月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱〔親会社〕は当社株式の議決権の過半数取得

平成16年３月 サンエス薬品㈱〔連結子会社〕清算結了

平成16年３月 ㈱エルストファーマ〔連結子会社〕全株式売却

平成16年６月 同仁医薬化工㈱を連結子会社より除外〔持分法適用関連会社〕

平成16年７月 ㈱応用医学研究所〔連結子会社〕全株式売却

平成16年８月 ㈱丸和〔連結子会社〕全株式売却

平成17年４月 久光製薬㈱へ医療用医薬品事業分割・譲渡

平成17年８月  海東エスエス製薬㈱〔連結子会社〕株式売却

平成17年11月  東京都港区赤坂に本社事務所を移転

平成18年５月 同仁医薬化工㈱〔持分法適用関連会社〕全株式売却

平成18年９月 シミック㈱へ富山工場事業分割・譲渡

平成19年９月 アーバンエステート㈱〔連結子会社〕吸収合併

平成19年９月 ㈱コム・テック〔連結子会社〕清算結了

平成20年４月  東京都中央区日本橋浜町に本社事務所を移転

平成21年８月  名古屋市西区に名古屋支店を移転

平成21年８月  北海道札幌市中央区に北海道支店を移転
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３【事業の内容】

当社及び当社の関係会社（当社、親会社、連結子会社４社及び非連結子会社で構成）は、事業内容として、医薬品の

製造・販売を中心とする「医薬品分野」のみを行なっております。

　当社及び当社の関係会社の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

（医薬品分野）

　当社は医薬品の製造、販売を行なっております。

　日本ベーリンガーインゲルハイム㈱は、平成13年10月をもって当社株式の議決権の過半数を取得し親会社となっ

ております。同社は、医薬品の製造、販売及び研究開発等を主要な事業として行なっております。当社は原材料を日

本ベーリンガーインゲルハイム㈱から仕入れると共に、同社に対して製品及び原材料を供給しております。

　ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHは、同社の100.00％子会社でありますベーリンガーインゲ

ルハイムアウスランズベタイリグングスGmbHを通じて日本ベーリンガーインゲルハイム㈱に対し間接的に

100.00％の出資をしております。当社はベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHへロイヤリティ等の

支払をしております。

　ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbHは、ベーリンガーインゲルハイムフェルヴァルトゥングス

GmbHの100.00％子会社であります。

　ヌトリラン医薬販売GmbHは、ヌトリケム・ダイエット医薬GmbHに対する出資会社であります。

　ヌトリケム・ダイエット医薬GmbHはドイツにて医薬品・ダイエット食品を製造し、欧州各地で販売を行なってお

り、当社が製品・原材料の一部を仕入れ、製造、販売を行なっております。

　インコS.A.はヌトリケム・ダイエット医薬GmbHの子会社であり、フランスにてスポーツ・ダイエット・サプリメ

ント食品を販売しております。

　インコ・インターナショナル・ハンデルスコントアGmbHはヌトリケム・ダイエット医薬GmbHの100.00％子会社で

あり、ドイツにてスポーツ・ダイエット・サプリメント食品を販売しております。

　なお、当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、当社の親会社であるベーリンガーインゲルハイムアウ

スランズベタイリグングスGmbHが出資したベーリンガーインゲルハイム・ジャパン・インベストメント合同会社

（以下、「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいま

す。）について、賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを

決議し、その旨の意見表明をしております。また、公開買付者は、当社の親会社である日本ベーリンガーインゲルハ

イム㈱より日本ベーリンガーインゲルハイム㈱の保有する全ての当社普通株式について、本公開買付けに応募する

旨の同意を得ているとのことです。
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　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は出資金

主要な事業の内容
議決権の所有（被所有）割合

関係内容所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社）  　  　 　  

日本ベーリンガーインゲ

ルハイム㈱
東京都品川区

百万円

7,200

医薬品の製造、販売及び

研究開発等
― 62.03役員の兼任３名

ベーリンガーインゲルハ

イムアウスランズベタイ

リグングスGmbH

ドイツ国

インゲルハイム

千ユーロ

25

日本ベーリンガーイン

ゲルハイム㈱の出資所

有

―
62.03

(62.03)
―

ベーリンガーインゲルハ

イムインターナショナル

GmbH

ドイツ国

インゲルハイム

千ユーロ

49,084

医薬品の輸出入、製造、

販売等
―

62.03

(62.03)
―

ベーリンガーインゲルハ

イムフェルヴァルトゥン

グスGmbH

ドイツ国

インゲルハイム

千ユーロ

9,580

ベーリンガーインゲル

ハイムインターナショ

ナルGmbHの出資所有

―
62.03

(62.03)
―

（連結子会社）  　  　 　  

ヌトリラン医薬販売GmbH
ドイツ国

ロト

千ユーロ

2,972

ヌトリケム・ダイエッ

ト医薬GmbHの出資所有
100.00 ― ―

ヌトリケム・ダイエット

医薬GmbH（注）３

ドイツ国

ロト

千ユーロ

10,300

医薬品・ダイエット食

品の製造、販売

100.00

(28.87)
―

資金の貸付

役員の兼任１名

インコS.A.
フランス国

ピュルイス

千ユーロ

709

スポーツ・ダイエット

・サプリメント食品の

販売

99.77

(99.77)
― ―

インコ・インターナショ

ナル・ハンデルスコント

アGmbH

ドイツ国

ロト

千ユーロ

26

スポーツ・ダイエット

・サプリメント食品の

販売

100.00

(100.00)
― ―

　（注）１　営業取引上の関係内容については、「３事業の内容」に記載のとおりであります。

２　議決権の所有（被所有）割合の（　）内は間接所有（被所有）割合で内数であります。

３　特定子会社に該当しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

区分 従業員数（名）

医薬品分野 1,149 　

合計 1,149 　

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類はありません。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

916 　 43歳２ヶ月   19年７ヶ月 7,669,681

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

 　　　 ２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループにはエスエス製薬労働組合があり、組合員総数は平成21年12月31日現在611名であります。なお、労使

関係については円滑な関係にあり、特記事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度のわが国経済は、一部に景気の持ち直しの動きが見られたものの、一昨年秋以降の世界的な金融危

機の影響による企業収益の低迷、個人消費の落ち込みなどが解消しないまま先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。

　ＯＴＣ医薬品を取巻く市場では、平成21年６月施行の薬事法の改正にともない、当初はＯＴＣ薬市場への期待感も

高まりましたが、現時点においては特に第１類医薬品の伸び悩みが店頭販売に影響を及ぼしております。

　このような状況のもとで、当社グループは独自の戦略であるＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝Ideal Business

Model）３ヵ年計画の３年目となる当期を体質改善を図りながら体力をつけてきた成果を基に成長につなげる年と

位置付け、５つのコアブランドを中心とした施策を進めてまいりました。

　この結果、当期の業績は、連結売上高475億5百万円（前期比2.2％減）、営業利益39億48百万円（前期比22.6％

増）、経常利益42億16百万円（前期比41.2％増）、当期純利益17億92百万円（前期比126.8％増）となりました。

　当社の主力でありますコンシューマーヘルスケア部門（ＣＨＣ部門と称す）では、広告宣伝費の効率的な投入に

よるコアブランドの強化・育成が功を奏し、厳しい市場環境にありながらも前期を上回る売上（前期比0.4％増）

を達成しました。特に積極的な投資を行なったコアブランドにおいては、全体では前期比5.3％増の成長を達成しま

した。製品別では、平成20年12月に発売した「スルーラック　デトファイバー」を含む便秘治療剤「スルーラック」

群、鎮痛薬「イブ」群が前期を大幅に上回り好調に推移したことに加えて、平成21年６月に発売した「ハイチオー

ルＢ」を含む美容・美肌ビタミン剤「ハイチオール」群も前期を上回る売上を計上することが出来ました。一方、

ドリンク剤「エスカップ」群は微減、かぜ薬「エスタック」群につきましては、かぜ薬市場全体の不振の影響もあ

り前期を下回りました。

　コアブランド以外につきましては、計画を上回りましたが、前期比で減少、受託売上（医療用医薬品）につきまし

ても減少しております。 

また、海外連結子会社につきましては、現地通貨ベースで微減でしたが、円貨換算の影響もあり売上高は減少しま

した。

　セグメントの状況につきましては、当期の所在地別売上高は、日本414億88百万円（前期比0.4％減）、ドイツ54億

18百万円（前期比11.5％減）、その他の地域5億98百万円（前期比22.9％減）となりました。

　なお、事業の種類別セグメントについては、医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類が

ないため記載しておりません。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、30億55百万円の収入（前期比18億38百万円収入増）となりました。主な内

訳は、税金等調整前当期純利益29億74百万円、減価償却費22億77百万円等があった一方、法人税等の支払による支出

7億65百万円、たな卸資産の増加による減少額3億17百万円等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、36億81百万円の支出（前期比69億56百万円支出減）となりました。主な内

訳は、有価証券の償還による収入300億円があった一方、有価証券の取得による支出279億86百万円、定期預金の預入

による支出92億円等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、116億円の支出（前期比43億35百万円支出増）となりました。主な内訳は、

新規調達を行なわない手元資金による転換社債の償還による支出96億9百万円、配当金の支払による支出17億41百

万円等によるものであります。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、84億46百万円（前期比122億47百万円減）となりました。

　　（注）　「事業の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

区分 金額（百万円） 前期比（％）　

医薬品分野 42,671 1.0

合計 42,671    1.0

　（注）１　金額は売価換算によっております。

　　　　２　医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類はありません。

　

(2）受注生産の状況

区分 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円） 前期比（％）

医薬品分野 4,034 △13.3 810 15.5
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区分 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円） 前期比（％）

合計 4,034     △13.3 810     15.5

　（注）医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類はありません。

　

(3）販売実績

区分 金額（百万円） 前期比（％）

医薬品分野 47,505 △2.2

合計 47,505 △2.2

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載については、前連結会計年度及び

当連結会計年度ともに当該割合が100分の10未満につき記載を省略しております。

２　医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類はありません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、生活者及び取引先に対して、期待以上のアウトプットを提供することを目標に掲げ、その到達点を

「ＯＴＣのチャンピオン」と称し、これを目指して経営改革を進めております。

さらに、国内の景気動向に直結するＯＴＣ医薬品事業環境の変化に柔軟に対応し、持続可能な成長を目指して、コアブ

ランドの成長育成に注力するなど、積極的に社内改革を進めております。

日本経済は個人消費や企業収益の低迷が依然として続いているものの、今後のヘルスケア関連市場は高齢化社会への

変転とセルフメディケーションという言葉に集約される生活者の健康への関心の高まり、更に新しい機能を有したＯＴ

Ｃ医薬品の疾病予防や健康維持などへの貢献の可能性を勘案すれば、中長期的には拡大が期待できます。

従って、このような市場動向や下記の課題に適切に対処していくことが必要であると考えております。

①　改正薬事法への対応

約50年ぶりといわれた平成21年６月施行の薬事法の大幅な改正は、ＯＴＣ医薬品の事業環境に大きな影響を与えてお

ります。

改正薬事法施行により、安全性の観点から全てのＯＴＣ医薬品が第１～３類に区分されました。その分類ごとに販売

可能な店舗・店員や店頭での陳列方法の変更に加えて情報提供の仕方も変わった影響から、第１類医薬品の店頭販売が

伸び悩んでおります。適用初年度ということもあり生活者の理解が進んでいないことが要因の一つと思われます。この

ような状況に対応するために、当社は直販体制の強みを生かしながら、積極的な営業活動やマーケティング活動を展開

し、流通チャネルへのサポートを通してわかりやすい情報提供に努めることにより生活者の理解を高めていく所存であ

ります。

② 継続的な成長戦略

当社グループは、平成19年から平成21年の３年間、「構造改革による体質改善」と「ブランド戦略」を柱としたＩＢ

Ｍ(理想のビジネスモデル＝Ideal Business Model)を基本戦略にすえました。この結果、収益構造は大きく改善され、利

益率の向上となって表れました。また売上面でも、構造改革で得られた資源をコアブランドに集中的に投下することに

よって、同ブランド群が拡大し、ＣＨＣ部門の成長につながりました。今後は、この成長サイクルを継続しながら、更に人

財開発・育成に力を入れ、卓越した組織を構築し、顧客に対する価値の創造を追求してまいります。

③ 研究開発

平成20年12月発売の「スルーラック　デトファイバー」のように、生活者目線から考えた競争優位性のあるＯＴＣ医

薬品を開発しております。さらに、改正薬事法施行以降、現状においては第１類医薬品市場が伸び悩んでいますが、中長

期的な視点からＯＴＣ医薬品の機能拡大はメーカーにとっても流通チャネルにとっても、そして何よりも生活者にとっ

て重要であると考えており、「エスタックイブファイン」「イブアウター」のようなスイッチＯＴＣ医薬品等の開発を

引き続き進めております。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、以下に記載している将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在において判断したものでありま

す。

売上高等について

　現在進行している世界的な経済不況の影響や、小売企業間の過当競争によるメーカーに対する納入価格引下げ圧力

の増加、メーカー間の同質的商品の競争激化による納入価格の下落の進展、マーケティングコストの増加が、収益性に

影響を与える恐れがあります。 

　また、当社の市場開拓型かつ差別優位性を持った商品に対する他社からの類似商品の上市が、売上・収益に影響を与

えることが考えられます。さらに、新製品についても製造販売開始後の予想できない市場環境の変化等により、当初予

想していた売上・収益を下回る可能性があります。

研究開発部門について

　当社は生活者の視点に立った新製品の研究開発に努めておりますが、その過程で期待する有効性、安全性及び製剤安

定性の担保が困難であることが判明した場合や予期しない副作用の発生などの理由により開発計画の変更、または断

念せざるを得ない可能性が考えられます。

生産部門について

　当社は、販売する主要な製品を自社工場で生産し、一部は他社への製造委託または商品の購入により販売しておりま

す。そのため、自然災害や火災の発生やいずれかの製造所における重大事故の発生により、生産活動の停滞・遅延をも

たらした場合、製品の製造ができず市場への供給が不可能となり、該当製品の販売機会を失う可能性が考えられます。

また、仕入先など原材料について、何らかの要因によりその供給が停止や遅延した場合、および原油価格等の高騰など

による原材料の価格上昇によって、業績に影響を及ぼす可能性があります。

他社との提携等について

　当社は、経営資源の有効活用と外部資源の相乗効果を期待し、共同開発研究や販売提携等において他社との提携を行

なっておりますが、今後何らかの事情により契約変更および提携関係等の解消が発生した場合、また、提携先の経営環

境の悪化や著しい変化によって、予定していた効果を得られなくなる可能性があります。

その他

　新型インフルエンザの集団罹患、予測不可能な副作用、仕入れ原材料の品質や安全性不備による製品回収及び廃棄、

情報システムの事故等により個人情報等の保有する情報が流出した場合の信用力の低下等が収益に悪影響を及ぼす

可能性があります。

　なお、上記以外にもさまざまなリスクが考えられ、ここに記載したものが全てのリスクではありません。
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５【経営上の重要な契約等】

　（1）重要な賃貸借契約　

契約会社名　 相手方の名称 国名　 契約締結日　 契約内容　 契約期間　

エスエス製薬㈱

（当社）

ワイビー浜町開発

特定目的会社
日本 平成20年２月21日本社建物の賃借

平成20年３月１日から

平成30年２月28日まで

　

　（2）その他

当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、当社の親会社であるベーリンガーインゲルハイムアウスラン

ズベタイリグングスGmbHが出資したベーリンガーインゲルハイム・ジャパン・インベストメント合同会社(以下、

「公開買付者」といいます。)による当社普通株式に対する公開買付け(以下、「本公開買付け」といいます。)につい

て、賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議し、その旨

の意見表明をいたしました。なお、公開買付者が提出した平成22年２月15日付けの公開買付届出書によれば、本公開買

付けにおける買付け等の期間は同年２月15日から４月13日までとされており、また、本公開買付けが成立した場合に

は、当社を完全子会社化することが企図されております。

なお、詳細につきましては、「第５経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（重要な後発事

象）」および、「第５経理の状況　２財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

　

　

６【研究開発活動】

　当社グループにおいて、研究開発活動は、当社が主として行なっております。当社の研究開発活動については、以下の

とおりであります。

　より健康でありたい、より心身共に快適でありたい、いつまでも美しくありたいという生活者ニーズは、高齢化社会

を迎えますます強まるものと思われます。

　そのような消費者ニーズに対応すべく当社は、平成20年12月発売の「スルーラック　デトファイバー」のように、生

活者目線から考えた競争優位性のあるＯＴＣ医薬品を開発しております。さらに、改正薬事法施行以降、現状において

は第１類医薬品市場が伸び悩んでいますが、中長期的な視点からＯＴＣ医薬品の機能拡大はメーカーにとっても流通

チャネルにとっても、そして何よりも生活者にとって重要であると考えており、「エスタックイブファイン」「イブ

アウター」のようなスイッチＯＴＣ医薬品等の開発を引き続き進めております。

なお、当期の研究開発費は17億36百万円となっております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

　当期の財政状態につきましては、前期と比較して、総資産は118億67百万円減少し、696億29百万円となりました。こ

れは主に有価証券、投資有価証券の減少や有形固定資産の償却による減少等によるものであります。 

　負債は、118億27百万円減少し、120億17百万円となりました。これは主に転換社債の償還等によるものであります。

　純資産につきましては、40百万円減少し、576億11百万円となりました。これは主に当期純利益及び在外子会社の会

計処理の変更に伴う利益剰余金の計上があった一方、配当金の支払及び為替換算調整勘定の影響等によるものであ

ります。これらの結果、自己資本比率が82.7％（前期比12.0％増）となりました。

(2）経営成績の分析

　当期の経営成績は、一昨年秋以降の世界的な金融危機の影響による企業収益の低迷、個人消費の落ち込みや、平成

21年６月施行の薬事法の改正による店頭での第１類医薬品の伸び悩みの影響などもあり、連結売上高につきまして

は475億5百万円（前期比2.2％減）となりました。

　営業利益につきましては、広告宣伝費の大幅な増加にもかかわらず、原価率の改善や販売費及び一般管理費の効率

的な投入などＩＢＭによる収益構造の改善効果により、売上原価は149億97百万円（前期比4.5％減）、販売費及び

一般管理費は292億39百万円（前期比1.1％増）、営業利益は39億48百万円（前期比22.6％増）となりました。

　経常利益につきましては、営業外収益は不動産賃貸料が増加しましたが、受取利息の減少により5億41百万円（前

期比7.6％減）となった一方、営業外費用は支払利息の大幅な減少等により2億72百万円（前期比66.7％減）とな

り、その結果42億16百万円（前期比41.2％増）となりました。

　当期純利益につきましては、特別利益は23百万円（前期比109.3％増）となり、特別損失は投資有価証券評価損が

増加した一方、事業構造改善費用の大幅な減少等により12億65百万円（前期比18.7％減）となったため、17億92百

万円の当期純利益（前期比126.8％増）となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　「１業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

　

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

 14/109



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは優れた製品の開発・供給を行なうため、医薬品分野における生産設備の増強及び当社の情報シス

テム開発を中心に14億16百万円の設備投資を行ないました。

　その他重要な設備投資はありません。

　また、当連結会計年度に提出会社において以下の設備について売却を行なっております。　

事業所名
（所在地）

区分 設備の内容
帳簿価額（百万円）

建物及び構築物
土地

（面積千㎡）
その他 合計

北海道支店

（北海道札幌市）
医薬品分野 販売業務 67

41

(1)　
0 109

名古屋支店

（愛知県名古屋市）(注)
医薬品分野 販売業務 66

52

(1)　
0 119

九州支店

（福岡県福岡市）
医薬品分野 販売業務 108

23

(0)　
1 132

北海道物流センター

（北海道石狩市）(注)　
医薬品分野  物流業務 11

36

(6)　
0 49

（注）名古屋支店及び北海道物流センターにつきましては、減損損失計上後の帳簿価額を記載しております。なお、減損

損失の内容につきましては、「第５経理の状況　２財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項（損益計算書関係）　※４

減損損失」に記載のとおりであります。

　
（注）「設備の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。
　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

区分 設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

成田工場

（千葉県成田市）(注)４
医薬品分野 医薬品製造 1,432 1,051

42

    (70)
253 2,779 122

福島工場

（福島県浪江町）(注)４
医薬品分野 医薬品製造 1,130 540

450

(103)
70 2,192 43

本社

（東京都中央区）
医薬品分野

全般事務統括及

び販売業務
347 －

－

(－)
1,1471,494 376

成田研究所

（千葉県成田市）
医薬品分野  研究開発 1,484 0

－

(－)
132 1,617 43

東日本物流センター

（栃木県下野市）
医薬品分野 物流業務 1,554 3

1,590

    (32)
646 3,794 16

　（注）１　成田研究所の土地は、成田工場に含まれております。

２　帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」「建設仮勘定」及び「ソフトウエア」の合計でありま

す。

３　リース契約により使用している主なものとして、大型コンピュータ及びその周辺機器一式があります。

４　成田工場及び福島工場につきましては、減損損失計上後の帳簿価額を記載しております。なお、減損損失の内

容につきましては、「第５経理の状況　２財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項（損益計算書関係）　※４減損

損失」に記載のとおりであります。

５　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は次のとおりであります。

事業所名

（所在地）
区分 設備の内容

賃借面積

（千㎡）

年間賃借料

（百万円）

 本社

（東京都中央区）
医薬品分野 事務所用建物等 4 290
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(2）在外子会社

会社名 所在地 区分 設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

ヌトリケム・ダイ

エット医薬GmbH

ドイツ国

ロト
医薬品分野

事務所・

工場
1,537 858

113

    (32)
580 3,089 184

　（注）　帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」「リース資産」「建設仮勘定」及び「ソフトウエア」の

合計であります。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名

所在地 区分 設備の内容
投資予定金額

着手年月 完了予定年月 完成後の増加能力総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

エスエス製薬㈱

成田工場　他 

千葉県

成田市他 
医薬品分野 医薬品製造 800 －

 平成22年

１月

 平成22年

12月　
－ 

エスエス製薬㈱

本社　他 

東京都

中央区他 
医薬品分野

システム

開発他 
2,200 323

 平成21年

８月

 平成23年

１月　
－ 

（注）当社の投資予定金額の総額については、自己資金にてまかなう予定であります。

　　　  

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成21年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年３月30日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 116,966,183116,966,183
東京証券取引所

（市場第一部）

・株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

・単元株式数　1,000株

計 116,966,183116,966,183 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用ありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成19年４月１日～

平成19年12月31日

（注）１

18,819122,966,183 10 10,172 9 13,708

平成21年１月１日～

平成21年12月31日

（注）２

△6,000,000116,966,183 － 10,172 － 13,708

　（注）１．転換社債の株式転換による増加であります。

　　　　２．自己株式の消却（平成21年３月31日付）による減少であります。
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（６）【所有者別状況】

 平成21年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満　
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 34 27 443 73 4 10,99411,575 －

所有株式数

（単元）
－ 7,501 298 73,140 2,387 4 31,382114,7122,254,183

所有株式数の

割合（％）
－ 6.54 0.26 63.76 2.08 0.00 27.36 100.00 －

　（注）　自己株式1,158,068株は、「個人その他」の欄に1,158単元及び「単元未満株式の状況」の欄に68株含まれてお

　　　　　ります。　

　

（７）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本ベーリンガーインゲルハイム㈱ 東京都品川区大崎２－１－１ 70,444 60.22

エスエス従業員持株会 東京都中央区日本橋浜町２－12－４ 1,259 1.07

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 1,175 1.00

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（退職給付信託口・川田工業㈱口）
東京都港区浜松町２－11－３ 1,101 0.94

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信

託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 972 0.83

全兎会 東京都中央区日本橋浜町２－12－４ 918 0.78

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３－７－３ 809 0.69

バンク オブ ニューヨーク ジーシー

エム クライアント アカウント ジエ

イピーアールデイ アイエスジー エフ

イー－エイシー

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET 

STREET LONDON EC4A 2BB UNITED 

KINGDOM

　
　

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

513 0.43

アルフレッサ㈱ 東京都千代田区内神田１－12－１ 501 0.42

数土　直方 東京都中央区　 422 0.36

計 － 78,116 66.78

　（注）１　当社は、自己株式を1,158,068株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　　２　日本マスタートラスト信託銀行㈱（退職給付信託口・川田工業㈱口）の持株数1,101千株は、川田工業㈱が　

　　　　　　同行に委託した退職給付信託財産であり、その議決権行使の指図権は川田工業㈱が留保しております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

1,158,000

－

株主としての権利内

容に制限のない、標準

となる株式

単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式

113,554,000
113,554 同上

単元未満株式
普通株式

2,254,183
－ －

発行済株式総数 116,966,183 － －

総株主の議決権 － 113,554 －

　 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

エスエス製薬㈱

東京都中央区日本

橋浜町２－12－４
1,158,000 － 1,158,000 0.99

計 － 1,158,000 － 1,158,000 0.99

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】
 【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 58,633 29,688,122

当期間における取得自己株式 29,672 19,906,434

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行なった取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行なった取得自己株式 6,000,0003,468,561,543－ －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行なっ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,158,068 － 1,187,740 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対し安定配当を継続的に実施するため収益の向上に努め、業績及び将来計画に対応した適切な配当水

準を維持していくことを基本方針としております。

　また、内部留保資金については、コンシューマーへルスケア関連製品の研究開発、ブランドの育成と増強、Ｍ＆Ａ、生

産設備の強化、並びに生産性向上のための情報システム投資に充当していく方針であります。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、株主総会であります。

　なお、当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株につき15円といたしま

した。

 

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成22年３月30日

定時株主総会決議 
1,737 15

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成19年12月平成20年12月平成21年12月

最高（円） 791 994 928 696 686 610

最低（円） 667 697 611 483 433 468

　（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　第81期は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間となっております。従っ

て、最近６事業年度分の最高・最低株価について記載しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 536 499 499 496 498 519

最低（円） 481 485 483 482 468 492

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

会長
 トーマス・ハイル 昭和22年４月20日生

昭和58年４月ベーリンガーインゲルハイムKG

医薬情報部長

(注)４ ― 

昭和62年７月ベーリンガーインゲルハイムKG

取締役医薬本部長

平成２年１月 ベーリンガーインゲルハイムKG

代表取締役会長

平成６年１月 ベーリンガーインゲルハイム

GmbH医療用医薬品営業本部長

平成12年２月ベーリンガーインゲルハイム

Limited UK代表取締役

平成12年２月ベーリンガーインゲルハイム

Limited Ireland会長

平成16年４月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

代表取締役会長

平成16年６月当社代表取締役会長（現任）

平成19年11月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

代表取締役会長兼社長（現任）

代表取締役

社長

コンシュー

マーヘルスケ

ア事業統括兼

コンシュー

マーマーケ

ティング本部

長兼お客様相

談室担当

塩野　紀子 昭和35年10月18日生

平成７年７月 ブリティッシュ・エアウェイズ客室

乗務部長

(注)４ 5 

平成11年１月フェデラル エクスプレス マーケ

ティング部長

平成13年３月ウォルト・ディズニー・ジャパン㈱

ディズニー・コンシューマ・プロダ

クツ マーケティング部長

平成14年10月ウォルト・ディズニー・ジャパン㈱

セールス＆マーケティング本部長

（バイス・プレジデント）

平成18年２月ウォルト・ディズニー・ジャパン㈱

コーポレート・マーケティング バ

イス・プレジデント

平成20年３月当社取締役

平成20年７月当社コンシューママーケティング本

部長（現任）

平成20年10月当社新製品開発本部担当

平成22年１月当社取締役副社長　コンシューマー

ヘルスケア事業統括兼お客様相談室

担当

平成22年３月当社代表取締役社長　コンシュー

マーヘルスケア事業統括兼お客様相

談室担当（現任）

取締役

生産本部長兼

信頼性保証本

部担当

豊島　健三 昭和26年10月11日生

平成12年３月ベーリンガーインゲルハイム製薬㈱

山形工場長（日本ベーリンガーイン

ゲルハイム㈱在籍出向）

(注)４ 1　

平成12年７月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

山形工場長

平成14年４月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

製剤研究部統括部長

平成16年10月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

執行役員山形工場長

平成20年１月ベーリンガーインゲルハイム製薬㈱

取締役工場長（日本ベーリンガーイ

ンゲルハイム㈱在籍出向）

平成20年３月当社取締役（現任）

平成20年４月当社生産本部長兼信頼性保証本部担

当兼お客様相談室担当

平成20年10月当社ライフサイエンスインスティ

チュート担当

平成22年１月当社生産本部長兼信頼性保証本部担

当（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役
財務管理本部

長
上田　潔 昭和31年９月21日生

平成３年１月 プロクター・アンド・ギャンブル・

サンホーム㈱洗剤・紙製品事業部財

務・経理部部門長

(注)４ ― 

平成４年９月 エアープロダクツ㈱財務・経理部

部長

平成５年４月 エアープロダクツ㈱管理部門部門長

平成８年６月 トゥエンティス・センチュリー・

フォックス・ホーム・エンタテイメ

ント・ジャパン㈱管理部門部門長

平成13年２月ＬＶＭＨウォッチ・ジュエリー・

ジャパン㈱取締役最高財務責任者

平成20年６月ＬＶＭＨウォッチ・ジュエリー・

ジャパン㈱取締役最高執行責任者

平成21年３月当社取締役（現任）

平成21年６月当社財務管理本部長（現任）

取締役
新製品開発本

部長
鈴木　敏幸 昭和26年１月11日生

昭和51年４月花王石鹸㈱（(現)花王㈱）入社

(注)４ 1

平成３年３月 花王㈱研究開発部門化粧品研究所ス

キンケア研究室室長

平成７年３月 花王㈱研究開発部門化粧品研究所

メークアップ化粧品研究室室長

平成13年３月花王㈱研究開発部門スキンケア研究

所副所長

平成14年３月花王㈱研究開発部門パーソナルヘル

スケア研究所所長

平成21年３月当社取締役（現任）

平成21年７月当社新製品開発本部長兼ライフサイ

エンスインスティチュート担当　

平成21年10月当社新製品開発本部長（現任）　

取締役  
クリストフ・

ガウガー
昭和39年５月２日生

平成６年３月 セルバファインバイオケミカGmbH

& Co.KGコントローラー

(注)４ ― 

平成８年１月 ベーリンガーインゲルハイム バイ

オプロダクツパートナーシップ

プロジェクトマネージャー

平成10年４月ベーリンガーインゲルハイム 

ファーマKGコントローラー

平成12年５月ベーリンガーインゲルハイムGmbH 

コントローラー

平成13年10月ベーリンガーインゲルハイムケミカ

ルズInc.,USAコントローラー

平成17年５月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務本部統括部長

平成17年７月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務本部コントローリング部統括部

長

平成21年２月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務本部ビジネスコントローリング

部統括部長

平成21年３月当社取締役（現任）

平成21年７月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

取締役最高財務責任者兼財務本部長

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役　　  
ゲァハード・

ケラー　　　
昭和36年８月24日生　

　　

平成３年９月 ベーリンガーインゲルハイムKG入社

(注)４

　　
― 　　　

平成９年10月ベーリンガーインゲルハイムKGアナ

リティカルサイエンス部ドラッグプ

ロダクトアナリシスグループ長

平成14年10月ベーリンガーインゲルハイム 

ファーマKG アナリティカルサイエ

ンス部長

平成17年10月ベーリンガーインゲルハイム

GmbH ＆ Co KG バイオ医薬品クオリ

ティー＆コンプライアンス部長

平成22年１月

　

平成22年１月

日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

取締役生産本部長（現任）

ベーリンガーインゲルハイム製薬㈱

代表取締役社長（現任）　
平成22年３月当社取締役（現任）

常勤監査役  福田　棟光 昭和22年８月27日生

昭和45年11月当社入社

(注)５ 2　

平成３年２月 当社秘書室長

平成６年10月当社総務部長

平成９年７月 当社総務部長兼広報部長

平成15年１月当社人事部長兼総務部長

平成15年４月当社人事部長

平成15年６月当社常勤監査役（現任）

監査役  
セバスチャン 薫

 グルゾン
昭和46年６月22日生

平成７年９月 米国ジョージア州マリエッタ市地方

検事事務所アシスタントディレク

ター

(注)５ ― 

平成８年８月 独国ボッシュ財団研究員

平成10年５月独国マックスプランクインスティ

チュートリサーチアシスタント

平成11年５月独国プランビー社法律コンサルタン

ト

平成13年６月米国リーダー＆バーコン法律事務所

コンサルタント

平成15年４月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

法務部統括部長（現任）

平成15年６月当社監査役（現任）

監査役  渡邊　信 昭和37年２月12日生

平成元年４月 弁護士登録

今井和男法律事務所入所

(注)６ ― 平成３年４月 高畠渡邊法律事務所パートナー

平成15年１月アスク総合法律事務所設立

平成17年６月当社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

監査役  村上　光 昭和24年２月22日生

昭和47年８月青山監査法人入所

(注)６ ― 

昭和63年４月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

入社

平成10年11月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務室経理部部長

平成12年２月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務本部経理部統括部長

平成14年６月当社監査役

平成15年６月当社監査役退任

平成21年２月日本ベーリンガーインゲルハイム㈱

財務本部税務アドバイザー

平成21年３月当社監査役（現任）

計 9

　（注）１　取締役クリストフ・ガウガー、ゲァハード・ケラーは、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」でありま

す。

２　監査役セバスチャン 薫 グルゾン、渡邊信、村上光の３名は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」で

あります。

３　経営における責任・権限の明確化を図り、よりスピーディーな経営意思決定と業務執行を行なうため、執行役

員制度を導入しております。

執行役員　　　　加藤　淳則

執行役員　　　　坂井　裕貴

執行役員　　　　大山　恵造

執行役員　　　　山本　範明

執行役員　　　　山本　満　

４　平成22年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時まで。

５　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時まで。

６　平成21年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営理念と株主価値の最大化を実現するため、企業

経営の健全性と効率性を高め、迅速な経営判断を可能とする組織体制作りを行なっていくことと考えます。

(2）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

 ①目的

当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、会社法及び関連法規の遵守を目的として本内部統制基本方

針を定め、取締役会及び使用人の職務執行が法令又は定款等に違反しないための法令遵守体制、会社の重大な損

失の発生を未然に防止するためのリスク管理体制、財務情報その他企業情報を適正且つ適時に開示するための体

制を含む内部統制システムを整備し、且つ、実行するものであります。

コーポレート・ガバナンス、内部統制体制
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 ②基本方針

イ　取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

 (ⅰ)全ての法令、社会秩序に則った企業活動を実践するため、「エスエス製薬企業行動憲章」を制定しており

ます。

 (ⅱ)内部統制の益々の充実を企図し、且つ、コンプライアンスの徹底を目的とし、社内に、代表取締役社長を委

員長とし、常勤取締役を委員とする内部統制委員会を設立いたしました。

 (ⅲ)コンプライアンスを推進するために、人事総務本部長を担当者として、「企業倫理委員会」を設置してお

ります。同委員会は、代表取締役社長を委員長とし、各本部長を委員として、コンプライアンス推進の責任を

担います。担当者は、同委員会の最高執務責任者であり当社代表取締役社長により、決定、任命されます。各本

部委員は、担当者を補佐し、関連部門との連絡・調整を行なっております。

 (ⅳ)コンプライアンス推進のための事務局を総務部に設け、円滑化を図っております。同様に、各本部には、各

本部委員（本部長）より決定任命された企業倫理実務委員が各実務現場でのコンプライアンスの推進を担

当し、企業倫理問題並びにその予防についての役員・従業員への指導・勧告、重大な問題に関する勧告、役員

・従業員への企業倫理教育の定期的・継続的実施など、企業倫理徹底の為の実務を行なっております。

 (ⅴ)役員及び従業員から企業倫理に反した行為について迅速且つ的確な情報をえるため、「企業倫理ホットラ

イン」を設定しております。且つ、平成18年４月１日施行の「公益通報者保護法」に対応するべく、公益通報

者を保護する制度を確立し、対象となる違反行為の是正を監視する「公益通報者保護委員会」を設置してお

ります。

 (ⅵ)コンプライアンスの重要性の認識と意識継続のために全役職員に「ＳＳＰ　コンプライアンス・ハンド

ブック」を配布しております。また、企業の社会的責任の徹底と活動のサポートを目的に総務部にＣＳＲ課

を設置し、年１回ＣＳＲ報告書を発行しております。

 (ⅶ)「内部情報管理及び内部者取引規制に関する規則」を制定し、役職員がその職務に関して取得した内部情

報の管理、役職員の株式等の売買その他の取引の規制及び役職員の服務に際し遵守すべき基本的事項を定

め、インサイダー取引防止に努めております。

 (ⅷ)反社会的勢力・団体の不当要求に対しては、組織全体として毅然とした態度で臨むものとし、かかる勢力

・団体との取引関係の排除、その他の一切の関係を持たない体制を整備しております。

ロ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会内規及び経営会議内規に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書として記録し、保存しておりま

す。取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できます。

ハ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制　　　　　　　　　　

　リスクに対し、組織横断的対応且つ継続的な監視を目的として内部統制委員会の下に企業倫理委員会等の

委員会を設置しており、各委員会の審議結果は、経営会議、取締役会、監査役会に報告されております。各委員

会を内部統制委員会の下部委員会として位置づけます。

　企業倫理委員会、情報開示委員会、危機管理委員会、規律監査委員会、ＣＳＲ委員会、個人情報保護委員会、投

資委員会、災害対策委員会、公益通報者保護委員会

ニ　取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

　取締役会は、取締役及び監査役を構成員とし原則月１回開催され、会社法に基づく重要事項の決定並びに、

取締役、社員が共有する経営方針、計画及び全社的な目標を定めております。また、経営会議は、常勤取締役及

び常勤監査役を構成員として、原則月２回開催され、取締役会の決定事項を除いた経営関係課題・ビジネス

プラン等の意思決定を行なっております。かかる会議体の開催をもって、重要案件の審議を行なうと共に、取

締役間の情報交換に資しております。

　なお、当社は委員会設置会社ではありませんが、取締役の職務の執行の効率化を目的とし、取締役会の諮問

機関として任意の委員会である指名委員会（適切な経営体制の構築に資する）及び報酬委員会（経営の透

明性の確保に資する）を設置し、コーポレート・ガバナンスの向上に資しております。

　また、任意の制度として、経営における責任・権限の明確化を図り、より迅速な経営意思決定と業務執行が

行なえるよう執行役員制度を導入しております。

ホ　当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社の親会社及び子会社においても、グループとしての内部統制の統一性を目的として、担当窓口を設置

し、定期的に会合し、情報の共有を図ると共に、内部統制体制の整合性を図ります。
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ヘ　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

  現在、監査役の職務を補助する使用人を置いておりませんが、監査役が求めれば配置し、当該使用人の任

命、異動、評価等は監査役の同意を得て決定し、取締役からの独立性を確保いたします。現在、監査役は監査室

(４名)との連携を密にする目的で定期的に情報交換を行なうと共に、監査室の業務監査に監査役が立ち会う

体制を取っております。その結果、監査役は、監査室所属の職員より必要な状況報告を受けられる体制となっ

ております。なお、監査室は、社長直結の部署であり、その活動範囲の制約を受けないこと、又、社内のあらゆ

る部署に対し必要とする全ての情報・資料の提供と説明を求める権限を有することで独立性を保っており

ます。

ト　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は、その職務の遂行上、必要と判断した事項に関し、取締役及び使用人に対し、報告及び資料の提供を

求めることができます。また、取締役会に限らず社内で開催される重要な会議（経営会議を含む）に監査役

が自らの意思によりいつでも出席し、重要案件の討議に関与できる体制を整えております。

チ　その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

　監査役４名の内３名は社外監査役であり、公認会計士、弁護士等監査業務に関して専門的な立場で助言・勧

告・情報提供を行なえる体制をとっております。また、月１回監査役会を開催しており、且つ、必要に応じ監

査役と代表取締役社長との間の意見交換会を開催しております。なお、会計監査人からも必要に応じて監査

状況に関する報告を受けております。

(3）会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係

取締役クリストフ・ガウガーは、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社の取締役最高財務責任者兼財務本

部長であり、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社は当社の62.03％の議決権を所有する親会社であります。

取締役ゲァハード・ギーグルは、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社の取締役生産本部長であり、また、

ベーリンガーインゲルハイム製薬株式会社の代表取締役社長であります。日本ベーリンガーインゲルハイム株式

会社は当社の62.03％の議決権を所有する親会社であり、ベーリンガーインゲルハイム製薬株式会社は日本ベーリ

ンガーインゲルハイム株式会社の100％子会社であります。

　　　　監査役セバスチャン 薫 グルゾンは、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社の法務部統括部長であり、日本ベー

リンガーインゲルハイム株式会社は当社の62.03％の議決権を所有する親会社であります。

監査役村上　光は、日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社の財務本部税務アドバイザーであり、日本ベーリ

ンガーインゲルハイム株式会社は当社の62.03％の議決権を所有する親会社であります。

　なお、取締役ゲァハード・ギーグルは、任期満了により平成22年３月30日開催の定時株主総会終結をもって退任

しております。

　社外取締役、社外監査役とも当社との資本関係、取引関係はありません。

　

(4）役員報酬の内容

　当社の役員報酬の内容は、取締役に対する報酬は2億74百万円、監査役に対する報酬は3千8百万円で役員報酬の

合計は3億12百万円（うち、社外役員1千8百万円）であります。

　

(5）業務を執行した会計監査人の状況

監査法人名 業務を執行した公認会計士の氏名 補助者の構成

あらた監査法人 指定社員・業務執行社員 大野　功  公認会計士６名

 その他16名あらた監査法人 指定社員・業務執行社員 阿部　謙一郎

 （注）　継続監査年数につきましては、両名７年以内であるため、記載を省略しております。

 (6）取締役の定数

　当社の取締役の定数は10名以内とする旨を定款に定めております。

 (7）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨を定款に定めております。また、その選任については、累積投票

によらない旨を定款に定めております。

 (8）株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的として、会社法第165条第

２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

（9）支配株主等との取引等を行なう際における少数株主の保護の方策　
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　支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針として、購買規程に基づき支配株主

（親会社）も含め全ての取引において、競争入札の実施を方針としております。また、取締役会において、支配株

主（親会社）との取引については、公正妥当であるかの判断をその都度しております。

　なお、平成22年２月15日に、ベーリンガーインゲルハイム・ジャパン・インベストメント合同会社（以下、「公

開買付者」といいます。）が当社普通株式に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を開始

し、当社は同月10日に、本公開買付けに賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し本公開買付けへ

の応募を推奨することを当社の取締役会において決議し、その旨の意見表明をしておりますが、公開買付者は当

社の親会社であるベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH がその持分の全てを保有し

ている会社であるため、本公開買付けは、実質的には支配株主等との取引に該当します。従って、当社の取締役会

は、ベーリンガーインゲルハイムグループから独立していると認められる取締役５名及び監査役２名から構成さ

れる特別委員会を設置し、当社のフィナンシャル・アドバイザーである株式会社ＫＰＭＧ　ＦＡＳのフェアネス

・オピニオンを取得する等した上で、本公開買付けが公正妥当であるとの判断をしております。　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － － 55 2

連結子会社 － － － －

計 － － 55 2

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社は、監査公認会計士等に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、財務報

告に関する内部統制構築のアドバイザリー料を支払っております。

　

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、予定される監査業務の日数、人員数、業務量等を総合的に勘案し、監査公認会計士等と

協議の上、決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月

31日まで）及び当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）及び当事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,697 13,046

受取手形及び売掛金 ※3
 12,817

※3
 12,836

有価証券 20,983 12,996

たな卸資産 4,320 －

商品及び製品 － 2,833

仕掛品 － 430

原材料及び貯蔵品 － 1,217

繰延税金資産 1,381 1,058

その他 1,090 991

貸倒引当金 △96 △69

流動資産合計 54,194 45,342

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 28,927 27,414

減価償却累計額 △18,683 △18,284

建物及び構築物（純額） 10,244 9,130

機械装置及び運搬具 18,008 17,823

減価償却累計額 △15,694 △15,343

機械装置及び運搬具（純額） 2,313 2,479

工具、器具及び備品 7,854 7,709

減価償却累計額 △5,983 △5,952

工具、器具及び備品（純額） 1,870 1,757

土地 3,745 3,533

リース資産 － 637

減価償却累計額 － △468

リース資産（純額） － 169

建設仮勘定 714 123

有形固定資産合計 ※2
 18,889

※2
 17,192

無形固定資産 802 1,150

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 4,247

※1
 2,852

長期貸付金 56 47

繰延税金資産 1,900 1,781

その他 1,497 1,329

貸倒引当金 △91 △67

投資その他の資産合計 7,610 5,943

固定資産合計 27,301 24,286

資産合計 81,496 69,629
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,356 2,912

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 159

※2
 495

1年内償還予定の転換社債 9,609 －

未払費用 5,525 4,524

未払法人税等 530 561

賞与引当金 532 623

役員賞与引当金 81 74

返品調整引当金 1,322 642

繰延税金負債 － 3

その他 1,463 1,529

流動負債合計 22,579 11,368

固定負債

長期借入金 ※2
 560 －

退職給付引当金 79 50

役員退職慰労引当金 223 146

繰延税金負債 － 147

その他 401 304

固定負債合計 1,264 649

負債合計 23,844 12,017

純資産の部

株主資本

資本金 10,172 10,172

資本剰余金 13,714 13,708

利益剰余金 37,904 34,879

自己株式 △4,105 △666

株主資本合計 57,685 58,094

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 43

為替換算調整勘定 △32 △527

評価・換算差額等合計 △33 △483

純資産合計 57,652 57,611

負債純資産合計 81,496 69,629
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 48,557 47,505

売上原価 ※1
 15,712

※1
 14,997

売上総利益 32,844 32,507

返品調整引当金繰入差額 705 △680

差引売上総利益 32,139 33,187

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 2,627 2,550

広告宣伝費 5,403 5,943

貸倒引当金繰入額 24 26

給料手当及び賞与 6,688 6,484

賞与引当金繰入額 432 485

役員賞与引当金繰入額 81 74

退職給付引当金繰入額 560 856

役員退職慰労引当金繰入額 55 52

研究開発費 ※1
 1,892

※1
 1,736

その他 11,154 11,028

販売費及び一般管理費合計 28,920 29,239

営業利益 3,219 3,948

営業外収益

受取利息 350 162

受取配当金 16 44

不動産賃貸料 134 219

為替差益 － 33

その他 84 82

営業外収益合計 585 541

営業外費用

支払利息 247 84

為替差損 339 －

不動産賃貸費用 158 172

その他 73 15

営業外費用合計 819 272

経常利益 2,985 4,216
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 11 16

固定資産売却益 － ※4
 7

その他 0 －

特別利益合計 11 23

特別損失

事業構造改善費用 ※2, ※3
 1,192

※2, ※3
 587

投資有価証券評価損 61 396

減損損失 － ※3
 201

固定資産除売却損 ※4
 57

※4
 58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 244 －

特別損失合計 1,555 1,265

税金等調整前当期純利益 1,441 2,974

法人税、住民税及び事業税 516 761

法人税等調整額 134 421

法人税等合計 651 1,182

少数株主損失（△） △0 －

当期純利益 790 1,792
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,172 10,172

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,172 10,172

資本剰余金

前期末残高 13,714 13,714

当期変動額

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 13,714 13,708

利益剰余金

前期末残高 38,457 37,904

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △553 △3,408

当期末残高 37,904 34,879

自己株式

前期末残高 △561 △4,105

当期変動額

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － 3,468

当期変動額合計 △3,543 3,438

当期末残高 △4,105 △666

株主資本合計

前期末残高 61,783 57,685

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △4,097 24

当期末残高 57,685 58,094
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 274 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

為替換算調整勘定

前期末残高 268 △32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△301 △494

当期変動額合計 △301 △494

当期末残高 △32 △527

評価・換算差額等合計

前期末残高 542 △33

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△576 △449

当期変動額合計 △576 △449

当期末残高 △33 △483

少数株主持分

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 62,326 57,652

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 384

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 790 1,792

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △577 △449

当期変動額合計 △4,674 △424

当期末残高 57,652 57,611
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,441 2,974

減価償却費 2,419 2,277

減損損失 － 201

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,307 △29

前払年金費用の増減額（△は増加） △609 238

受取利息及び受取配当金 △367 △206

支払利息 247 84

事業構造改善費用 1,192 587

投資有価証券評価損益（△は益） 61 396

固定資産除売却損益（△は益） 57 58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 244 －

売上債権の増減額（△は増加） 542 △233

たな卸資産の増減額（△は増加） 103 △317

仕入債務の増減額（△は減少） △418 △289

その他 1,500 △1,266

小計 2,108 4,499

利息及び配当金の受取額 350 182

利息の支払額 △247 △186

事業構造改善費用の支払額 △772 △660

事務所移転費用の支払額 － △21

本社移転費用の支払額 △206 －

法人税等の支払額 △50 △765

法人税等の還付額 35 8

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,217 3,055

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △9,200

定期預金の払戻による収入 － 4,600

有価証券の取得による支出 △13,975 △27,986

有価証券の償還による収入 8,000 30,000

固定資産の取得による支出 △1,654 △1,395

固定資産の売却による収入 0 453

投資有価証券の取得による支出 △3,017 △2

投資有価証券の売却による収入 21 51

貸付けによる支出 △2 △3

貸付金の回収による収入 23 11

その他 △33 △209

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,637 △3,681

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

 37/109



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,159 －

長期借入金の返済による支出 △214 △139

転換社債の償還による支出 － △9,609

自己株式の取得による支出 △3,543 △29

配当金の支払額 △1,347 △1,741

その他 － △81

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,265 △11,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,697 △12,247

現金及び現金同等物の期首残高 37,391 20,694

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 20,694

※1
 8,446
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　連結の範囲に関する事項

　ヌトリラン医薬販売GmbH、ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH、インコS.A.、インコ・インターナショナル・ハンデ

ルスコントアGmbHの４社を連結の範囲に含めておりま

す。

　ハンゼファルムGmbH & Co.KG他非連結子会社は、いずれ

も小規模会社であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

しておりませんので、連結の範囲から除外しております。

　

１　連結の範囲に関する事項

　　同左

２　持分法の適用に関する事項

　ハンゼファルムGmbH & Co.KG他非連結子会社は、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。

２　持分法の適用に関する事項

　　同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次の

とおりであります。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　同左

（会社名） （決算日）

ヌトリラン医薬販売GmbH 9月30日

ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH  9月30日

インコS.A. 9月30日

インコ・インターナショナル・ハンデルス

コントアGmbH
9月30日

　

　連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社決算日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引

が生じた場合については、連結上必要な調整を行なって

おります。

　

４　会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

　(1）有価証券

　　満期保有目的の債券

　  償却原価法（定額法）

４　会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

　(1）有価証券

　　　　　同左

    その他有価証券

　　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

 

時価のないもの

移動平均法による原価法
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　(2）たな卸資産

　　製品、仕掛品

　　主として先入先出法による原価法

　 (2）たな卸資産

 　　製品、仕掛品

　 　主として先入先出法による原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）　

　　商品、原材料

　　主として移動平均法による原価法

　　 商品、原材料

　 　主として移動平均法による原価法

  （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

　　貯蔵品

　　主として最終仕入原価法による原価法

　

　

――――――

　　 貯蔵品

　 　主として最終仕入原価法による原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

　 (会計方針の変更)

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）を適用しております。

これによる、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に対する影響は軽微であり

ます。

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　(1）有形固定資産

　 主として定率法

　ただし、当社の東日本物流センター・名古屋物流

センターの建物及び立体自動倉庫設備、並びに平

成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　同左

――――――

　

  (追加情報）

当社は、機械装置の耐用年数について、従来、主

として７年としておりましたが、当連結会計年度

より主として８年に変更しております。

これは、平成20年度の法人税法の改正を契機に

耐用年数を見直したことによるものであります。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ49百万円増加しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　(2）無形固定資産

　定額法

　耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

　(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　同左

――――――

　

　

　

　(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法　　　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日

以前のリース取引については、引き続き従来通

りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。　

(ハ）重要な引当金の計上基準

　(1）貸倒引当金

　売掛金等の債権に対する回収危険に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ハ）重要な引当金の計上基準

　(1）貸倒引当金

　　　　同左

　(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

　(2）賞与引当金

　同左

　（賞与支給対象期間の変更）

当社は、当連結会計年度より人事制度の変更に

伴う給与規則の改正により、賞与の支給対象期間

を従来の４月１日から９月30日までおよび10月１

日から３月31日までから、１月１日から６月30日

までおよび７月１日から12月31日までに変更して

おります。

　これにより、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ717百万円増加しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

――――――

　(3）役員賞与引当金

　当社は役員の賞与の支給に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。

　(3）役員賞与引当金

　　　　同左

　(4）返品調整引当金

　当社は販売済製品・商品について連結会計年度

末日後に発生が予測される返品に備えるため、過

去の返品率等に基づき、売買利益及び廃棄損失の

見積額を計上しております。

　(4）返品調整引当金

　同左
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　(5）退職給付引当金

　当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産（退

職給付信託の年金資産を含む）の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

　なお、当連結会計年度より退職給付信託を設定し

ております。当連結会計年度末において、確定給付

企業年金に係る退職給付信託の信託財産および年

金資産の金額が、退職給付債務見込額に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減し

た額を超過しているため、超過額609百万円につい

ては、前払年金費用（投資その他の資産の「その

他」に含まれる）に計上しております。

　(5）退職給付引当金

　当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産（退

職給付信託の年金資産を含む）の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

　なお、平成20年度より退職給付信託を設定してお

ります。当連結会計年度末において、確定給付企業

年金に係る退職給付信託の信託財産および年金資

産の金額が、退職給付債務見込額に未認識過去勤

務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額

を超過しているため、超過額371百万円について

は、前払年金費用（投資その他の資産の「その

他」に含まれる）に計上しております。

　(6）役員退職引当金

　当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。

　(6）役員退職慰労引当金

　　　　同左

(ニ）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

――――――

　

(ホ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(ニ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　同左

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

──────　

　

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き従来

通りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用して

おります。

これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に対する影響はありません。

──────

　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）　

　当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正

を行なっております。

　これにより、営業利益は41百万円、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は31百万円それぞれ増加しております。ま

た、期首利益剰余金が384百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

―――――― （連結貸借対照表）　

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令

第50号)が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記していたものは、当連結会計

年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」にそれぞれ区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商

品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ2,213百万円、675百万円、1,431百万円であります。

（連結損益計算書）　

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「不動産賃貸料」は、当連結会計年度に

おいて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の「不動産賃貸料」は14百万円であ

ります。

――――――
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日）

当連結会計年度
（平成21年12月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対する主なものは次のとおりであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対する主なものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 154百万円 投資有価証券（株式） 127百万円

※２　担保に供している資産は次のとおりであります。 ※２　担保に供している資産は次のとおりであります。

有形固定資産 1,805百万円 有形固定資産 1,498百万円

上記に対応する債務 上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 159百万円

長期借入金 560

　合計 720

1年内返済予定の長期借入金 495百万円

※３　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

※３　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

受取手形 57百万円 受取手形 57百万円

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
1,892百万円

※１　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
1,736百万円

※２　事業構造改善費用 1,192百万円

　当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝

Ideal Business Model）のもと、シンプルで生産性の

高い社内組織への構造改革を進めております。

　その一環として、業務プロセスの見直しや組織・機構

改革を推し進めてまいりました。その改革の中で社員

一人ひとりの価値観や自身のキャリア・ライフプラン

に照らし、社員自身が新たな道を選択する場合があり、

その際に早期割増退職金等の支援を実施しておりま

す。

　また、平成20年９月に北海道物流センター及び九州物

流センターに関わる業務をアウトソースしておりま

す。これに伴い移転費用、遊休設備の減損損失等が発生

しております。

　以上の理由により事業構造改善費用が発生しました。

内訳は以下の通りです。 

項目
金額

(百万円)

早期割増退職金等 1,027

物流センターアウトソースに伴う移
転費用等

164

計 1,192

　なお、物流センターアウトソースに伴う移転費用等に

は減損損失160百万円が含まれております。

※２　事業構造改善費用 587百万円

　当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝

Ideal Business Model）のもと、シンプルで生産性の

高い社内組織への構造改革を進めております。

　その一環として、業務プロセスの見直しや組織・機構

改革を推し進めてまいりました。その改革の中で社員

一人ひとりの価値観や自身のキャリア・ライフプラン

に照らし、社員自身が新たな道を選択する場合があり、

その際に早期割増退職金等の支援を実施しておりま

す。

　また、一部製品について生産のアウトソースを決議し

たことに伴い、当該生産設備の減損損失が発生してお

ります。　

　以上の理由により事業構造改善費用が発生しました。

内訳は以下の通りです。 

項目
金額

(百万円)

早期割増退職金等 560

生産アウトソースに伴う減損損失 27

計 587
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※３　減損損失  

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類
金額

(百万円)

北海道

石狩市
遊休資産

建物及び構築物 11

機械装置及び

運搬具
0

工具器具

及び備品
0

土地 35

計 47

福岡県福岡

市
遊休資産

建物及び構築物 63

工具器具

及び備品
13

土地 35

計 113

合計 160

　当社グループは、事業用資産においては、工場単位毎

に資産のグルーピングをしております。また、賃貸用不

動産および遊休資産については、個別物件単位毎に資

産のグルーピングをしております。

　その結果、北海道および九州の物流センターのアウト

ソースにより遊休資産となりました当該資産について

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定してお

り、正味売却価額は売却予定額をもとに算出しており

ます。

　また、上記の減損損失160百万円につきましては、事業

構造改善費用の中に含まれております。

※３　減損損失  

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類
金額

(百万円)

愛知県

名古屋市他

　

事業所

(売却資産)

　

建物及び構築物 23

工具、器具

及び備品
0

土地 26

計 49

福岡県福岡

市
遊休資産　

建物及び構築物 85

工具、器具

及び備品
17

土地 48

計 151

小計 201

福島県

双葉郡

他　　　

生産設備　

建物及び構築物 0

機械装置及び

運搬具　
25

工具、器具

及び備品
1

計 27

合計 229

　当社グループは、事業用資産においては、工場単位毎

に資産のグルーピングをしております。また、賃貸用不

動産および遊休資産については、個別物件単位毎に資

産のグルーピングをしております。

　その結果、売却資産、遊休資産およびアウトソースを

決議した生産設備については、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定してお

り、売却資産については売却価額を、遊休資産および生

産設備については、主に鑑定評価額をもとに算出して

おります。

　また、上記の減損損失229百万円のうち生産設備27百

万円につきましては、事業構造改善費用の中に含まれ

ております。

※４　固定資産除却売却損は、建物、構築物、機械及び装置等

の陳腐化した資産の廃棄、および資産の売却によるも

のであります。

※４　固定資産除売却損益は、建物、構築物、機械及び装置等

の陳腐化した資産の廃棄、および資産の売却によるも

のであります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 122,966,183 － － 122,966,183

合計 122,966,183 － － 122,966,183

自己株式     

普通株式（注） 770,915 6,328,520 － 7,099,435

合計 770,915 6,328,520 － 7,099,435

 （注）普通株式の自己株式の増加株式数6,328,520株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,999,812

株、単元未満株式の買取りによる増加328,708株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日

定時株主総会
普通株式 1,344 11 平成19年12月31日平成20年3月31日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月30日

定時株主総会
普通株式 1,738利益剰余金 15 平成20年12月31日平成21年３月31日
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日） 

　　　　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式(注）２ 122,966,183 － 6,000,000116,966,183

合計 122,966,183 － 6,000,000116,966,183

自己株式     

普通株式（注）１，２ 7,099,435 58,633 6,000,000 1,158,068

合計 7,099,435 58,633 6,000,000 1,158,068

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数58,633株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　 ２．普通株式の発行済株式及び自己株式の減少株式数6,000,000株は、取締役会決議による自己株式の消却に

よる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年３月30日

定時株主総会
普通株式 1,738 15 平成20年12月31日平成21年３月31日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月30日

定時株主総会
普通株式 1,737利益剰余金 15 平成21年12月31日平成22年３月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 13,697百万円

有価証券 20,983

計 34,681

償還期間が３ヶ月を超える

債券等
△13,986

現金及び現金同等物 20,694

現金及び預金 13,046百万円

有価証券 12,996

計 26,043

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△4,600

償還期間が３ヶ月を超える

債券等
△12,996

現金及び現金同等物 8,446
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
有形固定
資産
(百万円)

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 742 271 1,014
減価償却累計額相当
額

438 164 603

期末残高相当額 303 107 411

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 144百万円

１年超 274

合計 418

③　支払リース料 207百万円

減価償却費相当額 197

支払利息相当額 10

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　（1）リース資産の内容　

　　　医薬品事業における生産設備（機械装置及び運搬具）

であります。

　（2）リース資産の減価償却の方法

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４　

会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価償却資産

の減価償却の方法（3)リース資産」に記載のとおりで

あります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取

引については、従来通りの賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり

ます。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 

有形固定
資産

(百万円)　
　

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 527 152 680
減価償却累計額相当
額

332 80 412

期末残高相当額 194 72 267

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 132百万円

１年超 141

合計 274

③　支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 　143　　

支払利息相当額 　8　　

　 ④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料 　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 512百万円

１年超 4,134　

合計 4,647

１年内 512百万円

１年超 3,622

合計 4,134
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成20年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 14,990 14,997 6

(2）社債 1,996 1,997 1

(3）その他 － － －

小計 16,986 16,994 8

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 1,999 1,999 △0

(2）社債 997 986 △10

(3）その他 1,000 989 △10

小計 3,997 3,975 △21

合計 20,983 20,970 △13

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 335 647 311

(2）債券 － － －

小計 335 647 311

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 71 54 △16

(2）債券 2,000 1,734 △265

小計 2,071 1,789 △282

合計 2,407 2,437 29

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について61百万円減損処理を行なっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、及

び当連結会計年度末、当中間連結会計期間末、前連結会計年度末の３半期末連続して時価が簿価に比べて30％

以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差額を

減損処理することとしております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

21 11 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 　連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券 　

　コマーシャル・ペーパー　 　999

(2）その他有価証券 　

　非上場株式

　その他　

　653

2　
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５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券 　 　 　 　

(1）国債・地方債等 16,989 － － －

(2）社債 2,993 － － －

(3）その他 999 1,000 － 1,734

２．その他 － － － －

合計 20,983 1,000 － 1,734

　

当連結会計年度（平成21年12月31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 6,997 6,998 0

(2）その他 － － －

小計 6,997 6,998 0

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 4,998 4,998 △0

(2）その他 1,000 996 △3

小計 5,998 5,995 △3

合計 12,996 12,993 △3

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 317 565 247

(2）債券 － － －

小計 317 565 247

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 16 10 △5

(2）債券 2,000 1,832 △167

小計 2,016 1,843 △173

合計 2,334 2,409 74

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について34百万円減損処理を行なっております。

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、及

び１年間にわたり各四半期連結会計期間末及び連結会計年度末に連続して時価が簿価に比べて30％以上50％

未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差額を減損処理

することとしております。
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３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

54 19 3

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 　連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）その他有価証券 　

　非上場株式

　その他　

　314

1　

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について362百万円減損処理を行なって

おります。なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において直近の事業年度末における１株当た

りの純資産の額が、１株当たりの取得原価に比べて50％以上下落した場合は著しい下落があったものと判断し

て、回復可能性を考慮し簿価と時価との差額を減損処理することとしております。
　

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券 　 　 　 　

(1）国債・地方債等 11,996 － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 1,000 － － 1,832

２．その他 － － － －

合計 12,996 － － 1,832

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、平成18年９月末までに入社した社員につきましては、確定給付型の制度として、確定給付企業年金

制度及び退職一時金制度を設けておりますが、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制

度としてキャッシュバランスプランを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしまし

た。平成18年10月以降入社した社員につきましては、確定拠出年金制度を設けました。また、平成20年度より

退職給付信託を設定しております。

　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 17,902百万円

②年金資産 11,556

③退職給付信託 3,382

④未積立退職給付債務（①－②－③） 2,963

⑤未認識数理計算上の差異 5,472

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額） △1,977

⑦連結貸借対照表計上額純額（④－⑤－⑥） △530

⑧前払年金費用 △609

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） 79

　（注）１　過去勤務債務（債務の減額）は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更したことにより

発生したものであります。

２　当連結会計年度末において、確定給付企業年金に係る退職給付信託の信託財産および年金資産

の金額が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した

額を超過しているため、超過額609百万円については、前払年金費用（投資その他の資産の「そ

の他」に含まれる）に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 458百万円

②利息費用 395

③期待運用収益 △369

④数理計算上の差異の費用処理額 508

⑤過去勤務債務の費用処理額 △272

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 720

⑦確定拠出年金への掛金拠出額 9

計（⑥＋⑦） 729

　（注）　上記退職給付費用以外に、割増退職金1,161百万円支払っており、販売費及び一般管理費として　　

163百万円、特別損失として、997百万円を計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 　2.2 ％

③期待運用収益率 　2.2 ％

④過去勤務債務の額の処理年数 　10年

（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により費用処理しております。）

⑤数理計算上の差異の処理年数 　10年

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。）
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、平成18年９月末までに入社した社員につきましては、確定給付型の制度として、確定給付企業年金

制度及び退職一時金制度を設けておりますが、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制

度としてキャッシュバランスプランを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしまし

た。平成18年10月以降入社した社員につきましては、確定拠出年金制度を設けました。また、平成20年度より

退職給付信託を設定しております。

　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 17,459百万円

②年金資産 12,477

③退職給付信託 3,698

④未積立退職給付債務（①－②－③） 1,283

⑤未認識数理計算上の差異 3,310

⑥未認識過去勤務債務（債務の減額） △1,705

⑦連結貸借対照表計上額純額（④－⑤－⑥） △321

⑧前払年金費用 △371

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） 50

　（注）１　過去勤務債務（債務の減額）は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更したことにより

発生したものであります。

２　当連結会計年度末において、確定給付企業年金に係る退職給付信託の信託財産および年金資産

の金額が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した

額を超過しているため、超過額371百万円については、前払年金費用（投資その他の資産の「そ

の他」に含まれる）に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 439百万円

②利息費用 393

③期待運用収益 △328

④数理計算上の差異の費用処理額 871

⑤過去勤務債務の費用処理額 △272

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 1,102

⑦確定拠出年金への掛金拠出額 11

計（⑥＋⑦） 1,114

　（注）　上記退職給付費用以外に、割増退職金563百万円支払っており、販売費及び一般管理費として　　27百

万円、特別損失として、536百万円を計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 　2.2 ％

③期待運用収益率 　2.2 ％

④過去勤務債務の額の処理年数 　10年

（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により費用処理しております。）

⑤数理計算上の差異の処理年数 　10年

（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日）

当連結会計年度
（平成21年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  　

退職給付信託設定額  1,628百万円

返品調整引当金限度超過分  392

過年度研究費  215

繰越欠損金  187

賞与引当金限度超過分  185

投資有価証券評価損  183

事業構造改善費用  175

役員退職引当金  90

貯蔵品  73

未払事業税  52

その他  697

繰延税金資産小計  3,882

評価性引当額  △281

繰延税金資産合計  3,600

  　

繰延税金負債  　

前払年金費用  248百万円

固定資産圧縮積立金  70

繰延税金負債合計  318

繰延税金資産の純額  3,282

　

繰延税金資産  　

退職給付信託設定額  1,628百万円

賞与引当金限度超過分  227

過年度研究費  143

繰越欠損金  124

事業構造改善費用  120

返品調整引当金限度超過分  120

減損損失 　 83

貯蔵品  60

役員退職慰労引当金  59

投資有価証券評価損  57

未払事業税  54

その他  628

繰延税金資産小計  3,307

評価性引当額  △207

繰延税金資産合計  3,099

  　

繰延税金負債  　

前払年金費用  151百万円

減価償却費  147

固定資産圧縮積立金  70

その他  42

繰延税金負債合計  411

繰延税金資産の純額  2,688

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率  40.7％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない

項目

 
7.0

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

 
　△0.2

住民税均等割  1.7

評価性引当額  1.7

試験研究費の法人税額特別控除  △5.0

その他  △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

 
45.2

法定実効税率  40.7％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない

項目

 
3.4

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

 
△0.1

住民税均等割  0.9

評価性引当額  △0.7

試験研究費の法人税額特別控除  △3.6

その他  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

 
39.8
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
ドイツ
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益                         

(1）外部顧客に対する売上高 41,656 6,123 776 48,557 － 48,557

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1,070 － 1,070 (1,070) －

計 41,656 7,194 776 49,627(1,070)48,557

営業費用 38,642 6,980 838 46,461(1,124)45,337

営業利益又は営業損失（△） 3,014 214 △62 3,166 53 3,219

Ⅱ．資産 83,131 6,375 483 89,990(8,493)81,496

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　その他の地域・・・・・フランス

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項（ハ）重要な引当金の計

上基準（２）賞与引当金の（賞与支給対象期間の変更）」に記載のとおり、当社は、人事制度の変更に伴う

給与規則の改正により、賞与の支給対象期間を従来の４月１日から９月30日までおよび10月１日から３月31

日までから、１月１日から６月30日までおよび７月１日から12月31日までに変更しております。これにより

日本の営業費用は717百万円減少し、営業利益が同額増加しております。なお、日本以外のセグメントに与え

る影響はありません。
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当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
ドイツ
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 41,488 5,418 598 47,505 － 47,505

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 612 － 612 (612) －

計 41,488 6,031 598 48,118 (612)47,505

営業費用 37,761 5,704 733 44,199 (641)43,557

営業利益又は営業損失（△） 3,727 326 △135 3,918 29 3,948

Ⅱ．資産 71,341 6,303 385 78,030(8,400)69,629

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　その他の地域・・・・・フランス

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。

４　会計処理の方法の変更

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年

５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、ドイツで営業費用が

41百万円減少し、営業利益が同額増加しており、その他の地域で営業費用が0百万円増加し、営業損失が同

額増加しております。

５　追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価償

却資産の減価償却の方法（1）有形固定資産（リース資産を除く）の（追加情報）」に記載のとおり、当

社は、機械装置の耐用年数について、従来、主として７年としておりましたが、当連結会計年度より主とし

て８年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、日本で営業費用が49百万

円減少し、営業利益が同額増加しております。 　　
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

 
欧州

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 6,900 330 7,230

Ⅱ　連結売上高 　 　 48,557

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 14.2 0.7 14.9

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　欧州・・・・・・・・・ドイツ・フランス

　その他の地域・・・・・中国・韓国・台湾・シンガポール・カナダ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

 
欧州

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 5,844 535 6,380

Ⅱ　連結売上高 　 　 47,505

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.3 1.1 13.4

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　　欧州・・・・・・・・・ドイツ・フランス

　その他の地域・・・・・中国・韓国・台湾・シンガポール

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　重要な取引に該当する事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引　

　　　　重要な取引に該当する事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社（非上場）

ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH（非上場）

ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbH（非上場）

ベーリンガーインゲルハイムフェルヴァルトゥングスGmbH（非上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　該当事項はありません。　　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 497円57銭

１株当たり当期純利益 6円50銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が希薄化効果を有しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり純資産額 497円48銭

１株当たり当期純利益 15円47銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
  15円36銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 790百万円

普通株式に係る当期純利益 790百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 121,629,501株

 ――――― 

 

  

  

 ――――― 

連結損益計算書上の当期純利益 1,792百万円

普通株式に係る当期純利益 1,792百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 115,830,787株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た当期純利益調整額の主要な内訳

支払利息（税額相当額控除後） 21百万円

当期純利益調整額 21百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳

転換社債（第５回無担保転換社債） 2,204,777株

普通株式増加数 2,204,777株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

　（転換社債）

　　第５回無担保転換社債（額面金額9,609百万円）

 ―――――

　これらの詳細については、第５経理の状況　１連結財務諸

表等（１）連結財務諸表　⑤連結附属明細表の社債明細表

に記載のとおりであります。

　

（注）第５回無担保転換社債は平成21年３月31日に満期償還しております。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　平成21年２月27日開催の取締役会において、会社法

178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し

ました。なお、内容については以下のとおりとなります。

　(1）消却の理由

　　　株主利益の増加を図るため

　(2）消却する株式の種類

　　　普通株式

　(3）消却する株式数

　　　6,000,000株

　(4）消却予定日

　　　平成21年３月31日

　(5）消却後の発行済株式数

　　　116,966,183株

２　当社の出資先であります泰道リビング㈱は、平成21年３

月19日に東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請しま

した。

　なお、同日現在、同社の投資有価証券を300百万円保有し

ております。

　

当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、ベーリンガー

インゲルハイム・ジャパン・インベストメント合同会社（以下「公

開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け

（以下「本公開買付け」といいます。）について賛同の意見を表明す

ること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨す

ることを決議いたしました。また、平成22年２月15日に金融商品取引

法第27条の10に基づく意見表明報告書を提出いたしました。

(1）公開買付者の概要

①商　　　号： ベーリンガーインゲルハイム・ジャパン

・インベストメント合同会社

②事業内容  ： ア 株式保有による事業活動の支配管理

　 イ 前号に付帯関連する一切の業務

③設立年月日： 平成22年１月18日

④本店所在地： 東京都品川区大崎二丁目１番１号

⑤代表者の

役職・氏名：

 代表社員 ：ベーリンガー インゲルハ

イム アウスランズベタイ

リグングスＧｍｂＨ

　 職務執行者：トーマス・ハイル

　 　　同　　： クリストフ・ガウガー

⑥資  本  金： 1,000 円

⑦大株主及び

持株比率  ：

ベーリンガー インゲルハイム アウスラ

ンズベタイリグングスＧｍｂＨ

100.00％

⑧公開買付者と当社の関係等

資本関係： 公開買付者の完全親会社であるＢＡ

（後記「（４）本公開買付けに関す

る意見の内容、根拠及び理由」の「②

・本公開買付けの概要等」に定義し

ます。）は、ＢＡの完全子会社である

ＮＢ（後記「（４）本公開買付けに

関する意見の内容、根拠及び理由」の

「②・本公開買付けの概要等」に定

義します。）を通じて、当社普通株式

を70,444,343株（株式所有割合：約

60.2％）保有しております。

人的関係： 公開買付者の業務執行社員の職務執

行者であるトーマス・ハイル氏及び

クリストフ・ガウガー氏が、当社及び

ＮＢの役職員を兼務しております。

取引関係：公開買付者と当社の間には、記載すべ

き取引関係はありませんが、ＮＢは、

当社へ原材料を供給すると共に、当社

から製品及び原材料を仕入れており

ます。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 関連当事者へ：

の該当状況　　　

公開買付者は、ＮＢの株式の保有を介

して当社の間接親会社の立場に立つＢ

Ａの完全子会社として、当社と同一の

親会社をもつ会社であり、当社の関連

当事者に該当します。

(2）本公開買付け等の概要

①買付けの期間

　　平成22年２月15日（月曜日）から平成22年４月13日（火

曜日）まで（41営業日）

②買付け等の価格

　　普通株式１株につき、710円

③買付予定の株式等の数

　買付予定数　　　　115,814,553株

　買付予定数の下限　 96,497,101株

　買付予定数の上限　　　　 　－株

買付予定数は、当社の第83期第３四半期報告書（平成

21年11月13日提出）に記載された平成21年９月30日現

在の発行済株式総数（116,966,183株）より、平成21年

９月30日現在において当社が保有する自己株式数

（1,151,630株）を控除した株式数です。

なお、応募株券等の総数が買付予定数の下限

（96,497,101株）に満たない場合は、応募株券等の全部

の買付けを行ないません。応募株券等の総数が買付予定

数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行

ないます。

④買付け等による株券等所有割合の異動

　買付前所有株式数　　　　　 －株

　（所有割合0.00％）

　買付後所有株式数　115,814,553株

　（所有割合100.00％（当社自己株式を除く））

(3）買付け等の価格の算定根拠等

公開買付者は、本公開買付けにおける当社普通株式の１

株当たりの買付価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定す

るにあたり、公開買付者を含むＢＩグループ（後記

「（４）本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理

由」の「②・本公開買付けの概要等」に定義します。）及

び当社から独立した第三者算定機関であり、またフィナン

シャル・アドバイザーである野村證券株式会社（以下

「野村證券」といいます。）に対し、当社の株式価値の算

定を依頼し、野村證券から取得した株式価値算定書の各手

法の算定結果を参考として、その分析結果を総合的に勘案

し、本公開買付価格について検討しました。検討にあたっ

ては、上記算定結果に加え、当社普通株式の市場株価動向、

当社による本公開買付けへの賛同の意見表明の可否、過去

の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例にお

いて買付価格決定の際に付与されたプレミアムの実例及

び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘

案し、かつ当社において平成21年９月17 日付で設立され

た、ＢＩグループから独立していると認められる取締役５

名及び監査役２名から構成される

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

 62/109



前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 特別委員会（以下「特別委員会」といいます。）との協議

及び交渉の結果も踏まえ、平成22年２月10日、最終的に本

公開買付価格を710円と決定いたしました。なお、本公開買

付価格は、平成22年２月９日の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引終値の530円に対して34.0％（小数

点以下第二位四捨五入）、平成22年２月９日までの過去

１ヶ月間の終値の単純平均値512円（小数点以下四捨五

入）に対して38.7％（小数点以下第二位四捨五入）、平成

22年２月９日までの過去３ヶ月間の終値の単純平均値502

円（小数点以下四捨五入）に対して41.4％（小数点以下

第二位四捨五入）、平成22年２月９日までの過去６ヶ月間

の終値の単純平均値496円（小数点以下四捨五入）に対し

て43.1％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミアムを

それぞれ加えた金額になります。

(4）本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由

①本公開買付けに関する意見の内容

当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、

本公開買付けの実施について、下記「②本公開買付けに

関する意見の根拠及び理由」に記載の根拠及び理由に

基づき、後記のとおり出席取締役の全員一致により、①

公開買付者による本公開買付けに賛同の意見を表明す

ること、及び②当社の株主の皆様に対し、本公開買付け

への応募を推奨することを決議いたしました。

②本公開買付けに関する意見の根拠及び理由

・本公開買付けの概要等

公開買付者は、ドイツ連邦共和国に本拠を有する

ベーリンガー インゲルハイム グループにおける海外

グループ会社の多くを統括する会社であるベーリン

ガー インゲルハイム アウスランズベタイリグングス 

ＧｍｂＨ（Boehringer Ingelheim

Auslandsbeteiligungs GmbH）（以下「ＢＡ」といい、

公開買付者及びＢＡ並びにＢＡがその発行済株式の全

てを保有する日本ベーリンガーインゲルハイム株式会

社（以下「ＮＢ」といいます。）を含むベーリンガー 

インゲルハイム グループに属する会社（ただし、当社

を除くものとします。）を、「ＢＩグループ」と総称し

ます。）がその持分の全てを保有し、本公開買付けを通

じて当社株式を取得及び保有することを目的として、設

立された会社です。

公開買付者は、当社の発行済株式の全て（当社が保

有する自己株式を除きます。）を取得して当社を完全子

会社化することを目的として、本公開買付けを実施する

ことを決定したとのことです。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 ・本公開買付けに賛同の意見を表明するに至った意思

決定の過程及び本公開買付け成立後の経営方針

当社は、ＢＩグループから、平成21年９月７日に、本公

開買付けを含む当社の完全子会社化取引に関する提案

を受けました。

ベーリンガー インゲルハイム グループは、全世界

47カ国に41,000人を超える従業員を擁する世界トップ

20の製薬会社の一つで、平成20年度売上は115億95 百万

ユーロであり、ヒト用医薬品ビジネス及びアニマルヘル

スビジネスを中心に活動しております。ヒト用医薬品ビ

ジネスは売上の96％を占めており、その大部分は医療用

医薬品及びコンシューマーヘルスケア（以下「ＣＨ

Ｃ」といいます。）製品で、その他化学薬品及びバイオ

医薬品の業界向け製品にも取り組んでおります。

一方、当社は、創業245年の歴史を誇る、日本を代表す

る製薬会社であり、平成21年度売上は414億88百万円で

あります。当社は、平成17 年４月に医療用医薬品事業を

分割・譲渡し、ＯＴＣ 医薬品（一般用医薬品）事業を

中心としたＣＨＣビジネスに経営資源を集中する等、こ

こ数年に渡り大きな事業構造改革に取り組んでおりま

す。ＢＩグループからは、当社を完全子会社化した場合

にも、引き続き、当社によるかかる事業構造改革等を支

持していくと聞いております。

ＢＩグループは、製薬業界における急激なグローバル

化に従って、従来の多角的事業経営から、ＣＨＣビジネ

スを含むヒト用医薬品ビジネスにコア事業をシフトし

てきたとのことです。その中で、当社は、昭和49年よりＢ

Ｉグループと戦略的協調体制を進めてまいりました。平

成13年10月には、当社はＮＢの連結子会社化となりまし

た。当社及びＢＩグループは、長きに渡る協調体制をさ

らに強化し、また、ＢＩグループのグローバルな情報力

及び研究開発力と、当社の強力な販売力及び新製品開発

力を生かし、ベーリンガー インゲルハイム グループに

とって２番目に大きな市場である日本におけるビジネ

スを順調に展開しております。

日本国内におけるＣＨＣ市場は、医薬品市場の規制

緩和や消費者の健康志向を背景に、さらなる変化と、そ

れに伴う新たな商機の到来が見込まれておりますが、一

方で、個人消費の伸び悩みやＯＴＣ医薬品市場での同質

化競争・価格競争の激化が進んでおります。そのような

中、ＢＩグループは、日本市場において強力なブランド

力を有する当社を完全子会社化することによって、日本

におけるＣＨＣビジネスの市場における地位をより一

層強化し、かつ、発展させることができると考え、本公開

買付けを含む当社の完全子会社化取引の実施を決定し

たとのことです。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 これを受けて、当社の取締役会は、ＢＩグループに属

するＮＢが当社株式を70,444,343株（株式所有割合：

約60.2％）保有する当社の親会社であることに鑑み、Ｂ

Ｉグループから提案された完全子会社化取引について

の公正性を確保し、取引の透明性及び客観性を高めるた

めに、特別委員会を設置し、特別委員会に対して、ＢＩグ

ループから提案された完全子会社化取引の受け容れの

是非及びそのための条件、本公開買付けの実施の是非及

び条件、その他本公開買付け後に実施予定の完全子会社

化取引に関する事項（以下「本件検討事項」といいま

す。）に関して検討のうえ交渉を行なうこと、並びに当

該交渉のため必要な情報を収集及び検討すること（当

該情報収集及び検討のために合理的に必要な範囲で独

自のアドバイザーを起用することを含みます。）に関す

る権限を付与することを決議しました。

特別委員会の委員は、特別委員会における本件検討

事項に関する検討結果を踏まえ、継続的にＢＩグループ

側と直接交渉を行ないました。その結果、本公開買付け

を含む当社の完全子会社化取引の実施によって、以下の

ようなメリットが見込まれるものと判断し、当社の取締

役会に報告いたしました。

まず、ＢＩグループが当社を完全子会社化することに

より、当社は、ＢＩグループとの連携を一層強化するこ

とができると考えられます。また、ＢＩグループが当社

を完全子会社化することにより、当社及びＢＩグループ

の共同意思決定プロセスの効率性が向上し、当社はＢＩ

グループが持つ経営資源及びノウハウを共有すること

ができるようになります。さらに、当社がグローバル企

業グループの日本における完全子会社となることで、当

社の従業員も成長とキャリアアップの機会を享受する

ことが期待できます。

また、ＢＩグループからは、当社の完全子会社化後も、

ＢＩグループにおけるグループポリシーに従って当社

の自主性・独立性を尊重し、当社の事業の強化を図って

いくこととし、厳しい市場環境を勝ち抜くために、当社

の伝統ある会社名・製品名を存続させ、ＢＩグループは

当社をＣＨＣビジネスにおける中心企業と位置付ける

との説明を受けております。

上記の事項に加え、有力なパイプラインを有するＢＩ

グループの医療用医薬品における強固な世界規模のビ

ジネスを活用する機会を得ることにより、当社は、さら

なる競争力を得ることができます。

当社は、上記のような特別委員会からの報告や、当社

のフィナンシャル・アドバイザーである株式会社ＫＰ

ＭＧ ＦＡＳ（以下「ＫＰＭＧ ＦＡＳ」といいます。）

及びリーガル・アドバイザーである阿部・井窪・片山

法律事務所からの意見書等を踏まえ、ＢＩグループによ

る当社の完全子会社化が、当社の企業価値を向上させる

ために極めて有効な方策であるとの結論
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 に至りました。また、当社は、特別委員会からの答申の内

容や、当社のフィナンシャル・アドバイザーであるＫＰ

ＭＧ ＦＡＳのフェアネス・オピニオン等を踏まえ、本

公開買付価格その他の本公開買付けの諸条件は、当社の

少数株主の利益に適切な配慮がなされたものであり、本

公開買付価格は妥当な価格であって、当社の株主の皆様

に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであ

ると判断しました。

以上から、当社の取締役会は、本公開買付けに賛同の

意見を表明すると共に、当社の株主の皆様に対し本公開

買付けへの応募を勧める旨の決議を行なうことといた

しました。

(5）本公開買付け成立後の組織再編等の方針（いわゆる二

段階買収に関する事項）

本公開買付けが成立した場合で、本公開買付けにより公

開買付者が当社の発行済株式の全て（当社が保有する自

己株式を除きます。以下、本「（５）本公開買付け成立後

の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」において同じです。）を取得できなかった場合に

は、公開買付者は、以下の方法により、公開買付者が当社の

発行済株式の全てを取得することを企図しているとのこ

とです。

具体的には、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、

①当社の定款の一部を変更し、当社において普通株式とは

別の種類の当社の株式を発行できるものとすることによ

り、当社を会社法（平成17 年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下「会社法」といいます。）に規定する種類

株式発行会社に変更すること、②当社の定款の一部を変更

し、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社

法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めを

いいます。以下同じです。）を付すこと、及び③当社が全部

取得条項が付された当社普通株式の全部（当社が保有す

る自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引換えに

普通株式とは別の種類の当社の株式を交付すること等の

議案を含む臨時株主総会、並びに上記②の議案を含む当社

普通株式の株主を構成員とする種類株主総会の開催を当

社に要請する予定であるとのことです。なお、公開買付者

は、上記の臨時株主総会及び種類株主総会において上記各

議案に賛成する予定であるとのことです。

上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全て

の普通株式は全部取得条項が付された普通株式とされた

上で、全て当社に取得され、当社の株主（当社を除きま

す。）の皆様には当該取得の対価として普通株式とは別の

種類の当社の株式が交付されることとなりますが、交付さ

れるべき当該当社の株式の数に１株に満たない端数があ

る株主に対しては、会社法第234条その他の関係法令の定

めに従って、当該端数の合計数を売却することによって得

られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数

の合計数の売却価格については、特段の事情がない限り、

本公開買付価格を基準として算定する予

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

 66/109



前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 定です。また、全部取得条項が付された当社普通株式の取

得の対価として交付する当社の株式の種類及び数は未定

ですが、公開買付者が当社の発行済株式の全てを保有する

こととなるよう、本公開買付けに応募されなかった当社の

株主の皆様に対し交付しなければならない当社の株式の

数が１株に満たない端数となるよう決定する予定です。

本公開買付け及びその後の各手続により当社の完全子

会社化が完了した後、公開買付者は、当社を吸収合併存続

会社（会社法第749条第１項柱書で定義される会社をいい

ます。）、公開買付者を吸収合併消滅会社（会社法第749条

第１項第１号で定義される会社をいいます。）とする吸収

合併を行なうことを予定しているとのことです。さらにそ

の後、ＢＩグループの日本におけるグループ会社経営を集

約化すること等を目的として、（公開買付者との間の吸収

合併後の）当社及びＮＢの発行済株式の全てを保有する

こととなる共同持株会社を設立することが予定されてい

るとのことです。上記の吸収合併及び共同持株会社の設立

の実施について、その詳細及び時期は未定であり、また、事

業環境の変化等の影響によっては、これらを実施しない可

能性があるとのことです。

(6）上場廃止となる見込みがある旨及びその理由

当社普通株式は、現在、東京証券取引所市場第一部に上

場されていますが、公開買付者は、本公開買付けにおいて

買付けを行なう株券等の数に上限を設定していないため、

本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の定める株

券上場廃止基準に従って、当社普通株式は、所定の手続を

経て上場廃止となる可能性があります。また、当該基準に

該当しない場合でも、本公開買付けの成立後に、前記

「（５）本公開買付け成立後の組織再編等の方針（いわ

ゆる二段階買収に関する事項）」に記載の各手続を実行

することとなった場合には、株券上場廃止基準に該当し当

社普通株式は、所定の手続を経て上場廃止になります。な

お、上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所におい

て取引することができなくなります。

(7）公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへ

の応募に係る重要な合意に関する事項

公開買付者は、ＮＢより、ＮＢの保有する当社普通株式

の全てである70,444,343株（株式所有割合：約60.2％）

を本公開買付けに応募する旨の同意を得ているとのこと

です。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

エスエス製薬株式会社 第５回無担保転換社債
平成６年

３月３日
9,609 － 年1.4 無担保

平成21年

３月31日

　（注）第５回無担保転換社債は、平成21年３月31日に満期償還しております。 

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 159 495 5.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 77 5.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 560 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 100 5.3
平成23年～

平成26年

その他有利子負債 － － － －

合計 720 673 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金及びリース債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 44 17 17 22

　

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

第２四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第３四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第４四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

売上高（百万円）  11,097 　11,820 　12,663 　11,924

税金等調整前四半期純利

益（百万円）
　872 　522 　1,540 　38

四半期純利益（百万円） 　456 　326 　971 　37

１株当たり四半期純利益

（円）
　3.94 　2.82 　8.39 　0.32
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,521 12,625

受取手形 ※3
 574

※3
 575

売掛金 11,209 11,454

有価証券 20,983 12,996

商品 568 －

製品 1,049 －

商品及び製品 － 2,236

仕掛品 601 393

原材料 652 －

貯蔵品 60 －

原材料及び貯蔵品 － 615

前渡金 103 100

前払費用 227 270

繰延税金資産 1,381 1,015

その他 306 203

貸倒引当金 △39 △53

流動資産合計 51,202 42,434

固定資産

有形固定資産

建物 23,326 22,286

減価償却累計額 △15,269 △15,109

建物（純額） 8,056 7,176

構築物 1,832 1,754

減価償却累計額 △1,352 △1,337

構築物（純額） 479 416

機械及び装置 15,480 15,069

減価償却累計額 △13,473 △13,475

機械及び装置（純額） 2,007 1,594

車両運搬具 128 121

減価償却累計額 △111 △109

車両運搬具（純額） 17 11

工具、器具及び備品 6,610 6,405

減価償却累計額 △5,078 △5,087

工具、器具及び備品（純額） 1,532 1,317

土地 3,647 3,419

建設仮勘定 1 117

有形固定資産合計 15,741 14,053
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

無形固定資産

商標権 3 2

ソフトウエア 699 1,051

その他 60 60

無形固定資産合計 763 1,114

投資その他の資産

投資有価証券 4,053 2,688

関係会社出資金 3,852 3,852

従業員に対する長期貸付金 56 47

関係会社長期貸付金 1,014 966

破産更生債権等 75 50

長期前払費用 157 185

繰延税金資産 3,180 3,061

その他 1,263 1,092

貸倒引当金 △93 △69

投資その他の資産合計 13,560 11,875

固定資産合計 30,066 27,043

資産合計 81,268 69,478

負債の部

流動負債

買掛金 2,839 2,478

1年内償還予定の転換社債 9,609 －

未払金 1,217 1,092

未払費用 5,314 4,305

未払法人税等 503 478

未払消費税等 － 143

預り金 228 194

賞与引当金 456 558

役員賞与引当金 81 74

返品調整引当金 1,322 642

その他 17 20

流動負債合計 21,587 9,988

固定負債

退職給付引当金 79 50

役員退職慰労引当金 223 146

その他 220 206

固定負債合計 523 403

負債合計 22,110 10,391
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,172 10,172

資本剰余金

資本準備金 13,708 13,708

その他資本剰余金 5 －

資本剰余金合計 13,714 13,708

利益剰余金

利益準備金 2,542 2,542

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 102 102

別途積立金 33,202 29,702

繰越利益剰余金 3,530 3,480

利益剰余金合計 39,377 35,827

自己株式 △4,105 △666

株主資本合計 59,158 59,042

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 43

評価・換算差額等合計 △1 43

純資産合計 59,157 59,086

負債純資産合計 81,268 69,478
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

商品売上高 6,160 6,784

製品売上高 35,496 34,704

売上高合計 41,656 41,488

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 1,651 1,618

当期商品仕入高 2,839 3,406

当期製品製造原価 10,688 10,533

合計 15,179 15,558

他勘定振替高 ※1
 740

※1
 809

商品及び製品期末たな卸高 1,618 2,236

売上原価 ※2
 12,820

※2
 12,512

売上総利益 28,836 28,976

返品調整引当金繰入差額 705 △680

差引売上総利益 28,131 29,656

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 2,381 2,356

広告宣伝費 5,306 5,849

貸倒引当金繰入額 － 11

販売促進費 2,336 2,633

旅費交通費及び通信費 1,346 1,223

給料手当及び賞与 5,184 5,183

賞与引当金繰入額 356 419

役員賞与引当金繰入額 81 74

退職給付引当金繰入額 560 856

役員退職慰労引当金繰入額 55 52

研究開発費 ※2
 1,693

※2
 1,567

支払手数料 1,315 1,625

減価償却費 783 763

その他 3,720 3,311

販売費及び一般管理費合計 25,120 25,928

営業利益 3,011 3,727
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業外収益

受取利息 103 75

有価証券利息 259 99

受取配当金 15 16

不動産賃貸料 134 219

為替差益 － 33

その他 84 84

営業外収益合計 597 528

営業外費用

社債利息 134 33

為替差損 339 －

不動産賃貸費用 158 172

その他 74 14

営業外費用合計 706 220

経常利益 2,901 4,035

特別利益

投資有価証券売却益 11 16

固定資産売却益 － ※5
 7

貸倒引当金戻入額 3 －

その他 0 －

特別利益合計 14 23

特別損失

事業構造改善費用 ※3, ※4
 1,192

※3, ※4
 587

投資有価証券評価損 61 396

減損損失 － ※4
 201

固定資産除売却損 ※5
 57

※5
 58

事務所移転費用 － 21

本社移転費用 249 －

特別損失合計 1,560 1,265

税引前当期純利益 1,355 2,794

法人税、住民税及び事業税 484 684

法人税等調整額 136 458

法人税等合計 620 1,142

当期純利益 735 1,651
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費                          
１　原材料期首たな卸高  690         652         
２　原材料当期仕入高  6,832         6,769         

（計）  7,522         7,421         
３　原材料期末たな卸高  652 6,87063.7 573 6,84764.4
Ⅱ　労務費 ※１     1,49513.9     1,64815.5
Ⅲ　経費 ※２     2,41322.4     2,13120.1
当期総製造費用      10,779100.0     10,628100.0
仕掛品期首たな卸高      649         601     
合計      11,429        11,229    
仕掛品期末たな卸高      601         393     
他勘定振替高 ※３     139         302     
当期製品製造原価      10,688        10,533    

                          

　（注）※１　労務費には次のものが含まれております。

 （前事業年度） （当事業年度）
退職給付引当金繰入額 88百万円   147百万円
賞与引当金繰入額 52 84

※２　経費のうち主なものは次のとおりであります。

 （前事業年度） （当事業年度）
減価償却費 1,002百万円     875百万円
外注加工費 171 166

※３　他勘定振替高は研究開発費等へ振替えたものであります。

　４　原価計算方法は組別工程別総合原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,172 10,172

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,172 10,172

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 13,708 13,708

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,708 13,708

その他資本剰余金

前期末残高 5 5

当期変動額

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 5 －

資本剰余金合計

前期末残高 13,714 13,714

当期変動額

自己株式の消却 － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 13,714 13,708

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 2,542 2,542

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,542 2,542

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 102 102

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 102 102

別途積立金

前期末残高 33,202 33,202

当期変動額

別途積立金の取崩 － △3,500

当期変動額合計 － △3,500

当期末残高 33,202 29,702
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 4,138 3,530

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

別途積立金の取崩 － 3,500

当期純利益 735 1,651

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △608 △49

当期末残高 3,530 3,480

利益剰余金合計

前期末残高 39,985 39,377

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 735 1,651

自己株式の消却 － △3,463

当期変動額合計 △608 △3,549

当期末残高 39,377 35,827

自己株式

前期末残高 △561 △4,105

当期変動額

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － 3,468

当期変動額合計 △3,543 3,438

当期末残高 △4,105 △666

株主資本合計

前期末残高 63,311 59,158

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 735 1,651

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △4,152 △116

当期末残高 59,158 59,042
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 274 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

評価・換算差額等合計

前期末残高 274 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△275 45

当期変動額合計 △275 45

当期末残高 △1 43

純資産合計

前期末残高 63,585 59,157

当期変動額

剰余金の配当 △1,344 △1,738

当期純利益 735 1,651

自己株式の取得 △3,543 △29

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 45

当期変動額合計 △4,428 △70

当期末残高 59,157 59,086
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

　　　　同左

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

同左

　時価のないもの

移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品、仕掛品

　先入先出法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品、仕掛品

　　　　先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(2）商品、原材料

　移動平均法による原価法

(2）商品、原材料

　　　　移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(3）貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

　

　

――――――

(3）貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

（会計方針の変更） 

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

　これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に対する影響は軽微であります。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、東日本物流センター・名古屋物流セン

ターの建物及び立体自動倉庫設備、並びに平成10

年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

――――――

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　同左

　

　

　

　

　

　

（追加情報） 

　機械及び装置の耐用年数について、従来、主として

７年としておりましたが、当事業年度より主として

８年に変更しております。

　これは、平成20年度の法人税法の改正を契機に耐用

年数を見直したことによるものであります。　

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ49百万円増加しております。
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(2）無形固定資産

　定額法

　　耐用年数については、法人税法に規定する方

　法と同一の基準によっております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定

　額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　同左

 

――――――

　

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前

のリース取引については、引き続き従来通りの賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。　

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　売掛金等の債権に対する回収危険に備えるた

　め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　懸念債権等の特定債権については個別に回収可能

　性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま　

　す。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　　　同左

(2）賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

　に基づき計上しております。

(2）賞与引当金

　　同左

（賞与支給対象期間の変更）

当事業年度より人事制度の変更に伴う給与規則の改

正により、賞与の支給対象期間を従来の４月１日か

ら９月30日までおよび10月１日から３月31日までか

ら、１月１日から６月30日までおよび７月１日から

12月31日までに変更しております。

　これにより、前事業年度と同一の方法によった場合

に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ717百万円増加しております。

――――――

 

(3）役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

　　　　同左

(4）返品調整引当金

　　販売済製品・商品について期末日後に発生が予測さ

れる返品に備えるため、過去の返品率等に基づき、売

買利益及び廃棄損失の見積額を計上しております。

(4）返品調整引当金

　　同左
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産（退職給付信託の年金資産

を含む）の見込額に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。

　なお、当事業年度より退職給付信託を設定しており

ます。当事業年度末において、確定給付企業年金に係

る退職給付信託の信託財産および年金資産の金額

が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減した額を超過してい

るため、超過額609百万円については、前払年金費用

（投資その他の資産の「その他」に含まれる）に計

上しております。

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産（退職給付信託の年金資産

を含む）の見込額に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。

　なお、平成20年度より退職給付信託を設定しており

ます。当事業年度末において、確定給付企業年金に係

る退職給付信託の信託財産および年金資産の金額

が、退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減した額を超過してい

るため、超過額371百万円については、前払年金費用

（投資その他の資産の「その他」に含まれる）に計

上しております。

(6）役員退職引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

　基づく期末要支給額を計上しております。

(6）役員退職慰労引当金

　　　　同左

５　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ　

　るもの以外のファイナンス・リース取引について　

　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

　によっております。

――――――

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　　　同左
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【会計処理方針の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き従来通

りの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　これによる、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

対する影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（損益計算書）

１　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「手数料」は、当事業年度に

おいて販売費及び一般管理費の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しております。

　　なお、前事業年度の「手数料」は961百万円であります。　

２　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「不動産賃貸料」は、当事業年度におい

て営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しております。

　なお、前事業年度の「不動産賃貸料」は14百万円であり

ます。

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年12月31日）

当事業年度
（平成21年12月31日）

　１　偶発債務について

　次のとおり債務の連帯保証を行なっております。

　１　偶発債務について

　次のとおり債務の連帯保証を行なっております。

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH（銀行借入）
255百万円

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH（銀行借入）
264百万円

　２　配当制限 ──────

　平成６年３月３日発行の第５回無担保転換社債につ

いて次のとおり配当制限を受けております。

　

　本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込期

日の属する決算期以降の配当累計額が、監査済の

損益計算書（財務諸表等規則による。）に示され

る経常損益から法人税及び住民税を控除した額の

累計額に40億円を加えた額を超えることとなるよ

うな配当を行なわない。

 

 ※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。

　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 57百万円

 ※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。

　なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 57百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１　他勘定振替高は、広告宣伝費等へ振替えたものであり

ます。

※１　同左　

※２　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
　1,693百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
1,567百万円

※３　事業構造改善費用 1,192百万円

　当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝

Ideal Business Model）のもと、シンプルで生産性の

高い社内組織への構造改革を進めております。

　その一環として、業務プロセスの見直しや組織・機構

改革を推し進めてまいりました。その改革の中で社員

一人ひとりの価値観や自身のキャリア・ライフプラン

に照らし、社員自身が新たな道を選択する場合があり、

その際に早期割増退職金等の支援を実施しておりま

す。

　また、平成20年９月に北海道物流センター及び九州物

流センターに関わる業務をアウトソースしておりま

す。これに伴い移転費用、遊休設備の減損損失等が発生

しております。

　以上の理由により事業構造改善費用が発生しました。

内訳は以下の通りです。

項目
金額

(百万円)

早期割増退職金等 1,027

物流センターアウトソースに伴う移
転費用等

164

計 1,192

　なお、物流センターアウトソースに伴う移転費用等に

は減損損失160百万円が含まれております。

※３　事業構造改善費用 587百万円

　当社は、独自の戦略ＩＢＭ（理想のビジネスモデル＝

Ideal Business Model）のもと、シンプルで生産性の

高い社内組織への構造改革を進めております。

　その一環として、業務プロセスの見直しや組織・機構

改革を推し進めてまいりました。その改革の中で社員

一人ひとりの価値観や自身のキャリア・ライフプラン

に照らし、社員自身が新たな道を選択する場合があり、

その際に早期割増退職金等の支援を実施しておりま

す。

　また、一部製品について生産のアウトソースを決議し

たことに伴い、当該生産設備の減損損失が発生してお

ります。

　以上の理由により事業構造改善費用が発生しました。

内訳は以下の通りです。

項目
金額

(百万円)

早期割増退職金等 560

生産アウトソースに伴う減損損失 27

計 587
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※４　減損損失  

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類
金額

(百万円)

北海道

石狩市

遊休

資産

建物 10

構築物 0

車両運搬具 0

工具器具及び備品 0

土地 35

計 47

福岡県福

岡市

遊休

資産

建物 62

構築物 1

工具器具及び備品 13

土地 35

計 113

合計 160

　当社は、事業用資産においては、工場単位毎に資産の

グルーピングをしております。また、賃貸用不動産およ

び遊休資産については、個別物件単位毎に資産のグ

ルーピングをしております。

　その結果、北海道及び九州の物流センターのアウト

ソースにより遊休資産となりました当該資産について

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上しております。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定してお

り、正味売却価額は売却予定額をもとに算出しており

ます。

　また、上記の減損損失160百万円につきましては、事業

構造改善費用の中に含まれております。

※４　減損損失  

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。  

場所 用途 種類
金額

(百万円)

愛知県

名古屋市

他　

事業所

(売却資産)

　

建物 22

構築物 0

工具、器具

及び備品
0

土地 26

計 49

福岡県福

岡市
遊休資産　

建物 84

構築物 1

工具、器具

及び備品
17

土地 48

計 151

小計 201

 

福島県

双葉郡

他　　

　

生産設備　

建物 0

機械及び装置 25

車両運搬具　 0

工具、器具

及び備品
1

計 27

合計 229

　当社は、事業用資産においては、工場単位毎に資産の

グルーピングをしております。また、賃貸用不動産およ

び遊休資産については、個別物件単位毎に資産のグ

ルーピングをしております。

　その結果、売却資産、遊休資産およびアウトソースを

決議した生産設備については、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して

おります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定してお

り、売却資産については売却価額を、遊休資産および生

産設備については、主に鑑定評価額をもとに算出して

おります。

　また、上記の減損損失229百万円のうち生産設備27百

万円につきましては、事業構造改善費用の中に含まれ

ております。

※５　固定資産除却売却損は、建物、構築物、機械及び装置等

の陳腐化した資産の廃棄、及び資産の売却によるもの

であります。

※５　固定資産除売却損益は、建物、構築物、機械及び装置等

の陳腐化した資産の廃棄、及び資産の売却によるもの

であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類
前事業年度末

株式数（株）

当事業年度

増加株式数（株）

当事業年度

減少株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

 普通株式（注） 770,915 6,328,520 － 7,099,435

（注）普通株式の自己株式の増加株式数6,328,520株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,999,812株、　

　　　単元未満株式の買取りによる増加328,708株であります。

当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 株式の種類
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株)

当事業年度
減少株式数（株)

当事業年度末
株式数（株)

 普通株式（注）１，２ 7,099,435 58,633 6,000,000 1,158,068

（注）１．普通株式の自己株式の増加株式数58,633株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の減少株式数6,000,000株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少でありま

す。　
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
有形固定
資産
(百万円)

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 742 271 1,014
減価償却累計額相
当額

438 164 603

期末残高相当額 303 107 411

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 144百万円

１年超 274

合計 418

③　支払リース料 207百万円

減価償却費相当額 197

支払利息相当額 10

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、当事業

年度においてリース資産として計上しているものはあ

りません。　

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース

取引については、従来通りの賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
有形固定
資産

(百万円)　　

無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額相当額 527 152 680
減価償却累計額相
当額

332 80 412

期末残高相当額 194 72 267

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 132百万円

１年超 141

合計 274

③　支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 143

支払利息相当額 8

④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料 　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 512百万円

１年超 4,134　

合計 4,647

１年内 512百万円

１年超 3,622

合計 4,134

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成20年12月31日）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。

当事業年度（平成21年12月31日）

子会社株式で時価のあるもの

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年12月31日）

当事業年度
（平成21年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  　

退職給付信託設定額  1,628百万円

関係会社出資金評価損  1,279

返品調整引当金限度超過分  392

過年度研究費  215

賞与引当金限度超過分  185

投資有価証券評価損  183

事業構造改善費用  175

役員退職引当金  90

貯蔵品  73

未払事業税  52

その他  698

繰延税金資産小計  4,974

評価性引当額  △94

繰延税金資産合計  4,880

  　

繰延税金負債  　

前払年金費用  248百万円

固定資産圧縮積立金  70

繰延税金負債合計  318

繰延税金資産の純額  4,562

繰延税金資産  　

退職給付信託設定額  1,628百万円

関係会社出資金評価損  1,279

賞与引当金限度超過分  227

過年度研究費  143

事業構造改善費用  120

返品調整引当金限度超過分  120

減損損失 　 83

貯蔵品  60

役員退職慰労引当金  59

投資有価証券評価損  57

未払事業税  54

その他  562

繰延税金資産小計  4,397

評価性引当額  △83

繰延税金資産合計  4,313

  　

繰延税金負債  　

前払年金費用  151百万円

固定資産圧縮積立金  70

その他有価証券評価差額金  15

繰延税金負債合計  237

繰延税金資産の純額  4,076

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率  40.7％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない

項目

 
7.5

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

 
△0.2

住民税均等割  1.7

評価性引当額  0.6

試験研究費の法人税額特別控除  △5.4

その他  0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

 
45.7

法定実効税率  40.7％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない

項目

 
3.6

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目

 
△0.1

住民税均等割  0.9

評価性引当額  △0.4

試験研究費の法人税額特別控除  △3.8

その他  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担

率

 
40.9
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（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 510円56銭

１株当たり当期純利益  6円05銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が希薄化効果を有しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 510円21銭

１株当たり当期純利益   14円26銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
  14円17銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 735百万円

普通株式に係る当期純利益 735百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 121,629,501株

 ――――― 

 

  

  

 ――――― 

損益計算書上の当期純利益 1,651百万円

普通株式に係る当期純利益 1,651百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 115,830,787株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た当期純利益調整額の主要な内訳

支払利息（税額相当額控除後） 21百万円

当期純利益調整額 21百万円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の主要な内訳

転換社債（第５回無担保転換社債） 2,204,777株

普通株式増加数 2,204,777株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

　（転換社債）

　　第５回無担保転換社債（額面金額9,609百万円）

 ―――――

　これらの詳細については、第５経理の状況　１連結財務諸

表等（１）連結財務諸表　⑤連結附属明細表の社債明細表

に記載のとおりであります。

　

　（注）第５回無担保転換社債は平成21年３月31日に満期償還しております。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１　平成21年２月27日開催の取締役会において、会社法

178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議し

ました。なお、内容については以下のとおりとなります。

　(1）消却の理由

　　　株主利益の増加を図るため

　(2）消却する株式の種類

　　　普通株式

　(3）消却する株式数

　　　6,000,000株

　(4）消却予定日

　　　平成21年３月31日

　(5）消却後の発行済株式数

　　　116,966,183株

２　当社の出資先であります泰道リビング㈱は、平成21年３

月19日に東京地方裁判所に民事再生法の適用を申請しま

した。

　なお、同日現在、同社の投資有価証券を300百万円保有し

ております。

　

当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、ベーリン

ガーインゲルハイム・ジャパン・インベストメント合同会社

（以下「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対す

る公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）について賛

同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対し、本公開買

付けへの応募を推奨することを決議いたしました。また、平成22

年２月15日に金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明報告

書を提出いたしました。

(1）公開買付者の概要

①商　　　号： ベーリンガーインゲルハイム・ジャパン

・インベストメント合同会社

②事業内容  ： ア 株式保有による事業活動の支配管理

　 イ 前号に付帯関連する一切の業務

③設立年月日： 平成22年１月18日

④本店所在地： 東京都品川区大崎二丁目１番１号

⑤代表者の

役職・氏名：

 代表社員 ：ベーリンガー インゲルハ

イム アウスランズベタイ

リグングスＧｍｂＨ

　 職務執行者：トーマス・ハイル

　 　　同　　： クリストフ・ガウガー

⑥資  本  金： 1,000 円

⑦大株主及び

持株比率  ：

ベーリンガー インゲルハイム アウスラ

ンズベタイリグングスＧｍｂＨ

100.00％

⑧公開買付者と当社の関係等

資本関係： 公開買付者の完全親会社であるＢＡ

（後記「（４）本公開買付けに関す

る意見の内容、根拠及び理由」の「②

・本公開買付けの概要等」に定義し

ます。）は、ＢＡの完全子会社である

ＮＢ（後記「（４）本公開買付けに

関する意見の内容、根拠及び理由」の

「②・本公開買付けの概要等」に定

義します。）を通じて、当社普通株式

を70,444,343株（株式所有割合：約

60.2％）保有しております。

人的関係：公開買付者の業務執行社員の職務執

行者であるトーマス・ハイル氏及び

クリストフ・ガウガー氏が、当社及び

ＮＢの役職員を兼務しております。

取引関係：公開買付者と当社の間には、記載すべ

き取引関係はありませんが、ＮＢは、

当社へ原材料を供給すると共に、当社

から製品及び原材料を仕入れており

ます。
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 関連当事者へ：

の該当状況

公開買付者は、ＮＢの株式の保有を介

して当社の間接親会社の立場に立つＢ

Ａの完全子会社として、当社と同一の

親会社をもつ会社であり、当社の関連

当事者に該当します。

(2）本公開買付け等の概要

①買付けの期間

　　平成22年２月15日（月曜日）から平成22年４月13日（火

曜日）まで（41営業日）

②買付け等の価格

　　普通株式１株につき、710円

③買付予定の株式等の数

　買付予定数　　　　115,814,553株

　買付予定数の下限　 96,497,101株

　買付予定数の上限　　　　 　－株

買付予定数は、当社の第83期第３四半期報告書（平成

21年11月13日提出）に記載された平成21年９月30日現

在の発行済株式総数（116,966,183株）より、平成21年

９月30日現在において当社が保有する自己株式数

（1,151,630株）を控除した株式数です。

なお、応募株券等の総数が買付予定数の下限

（96,497,101株）に満たない場合は、応募株券等の全部

の買付けを行ないません。応募株券等の総数が買付予定

数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行

ないます。

④買付け等による株券等所有割合の異動

　買付前所有株式数　　　　　 －株

　（所有割合0.00％）

　買付後所有株式数　115,814,553株

　（所有割合100.00％（当社自己株式を除く））

(3）買付け等の価格の算定根拠等

公開買付者は、本公開買付けにおける当社普通株式の１

株当たりの買付価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定す

るにあたり、公開買付者を含むＢＩグループ（後記

「（４）本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理

由」の「②・本公開買付けの概要等」に定義します。）及

び当社から独立した第三者算定機関であり、またフィナン

シャル・アドバイザーである野村證券株式会社（以下

「野村證券」といいます。）に対し、当社の株式価値の算

定を依頼し、野村證券から取得した株式価値算定書の各手

法の算定結果を参考として、その分析結果を総合的に勘案

し、本公開買付価格について検討しました。検討にあたっ

ては、上記算定結果に加え、当社普通株式の市場株価動向、

当社による本公開買付けへの賛同の意見表明の可否、過去

の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例にお

いて買付価格決定の際に付与されたプレミアムの実例及

び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘

案し、かつ当社において平成21年９月17 日付で設立され

た、ＢＩグループから独立していると認められる取締役５

名及び監査役２名から構成される
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 特別委員会（以下「特別委員会」といいます。）との協議

及び交渉の結果も踏まえ、平成22年２月10日、最終的に本

公開買付価格を710円と決定いたしました。なお、本公開買

付価格は、平成22年２月９日の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引終値の530円に対して34.0％（小数

点以下第二位四捨五入）、平成22年２月９日までの過去

１ヶ月間の終値の単純平均値512円（小数点以下四捨五

入）に対して38.7％（小数点以下第二位四捨五入）、平成

22年２月９日までの過去３ヶ月間の終値の単純平均値502

円（小数点以下四捨五入）に対して41.4％（小数点以下

第二位四捨五入）、平成22年２月９日までの過去６ヶ月間

の終値の単純平均値496円（小数点以下四捨五入）に対し

て43.1％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミアムを

それぞれ加えた金額になります。

(4）本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由

①本公開買付けに関する意見の内容

当社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、

本公開買付けの実施について、下記「②本公開買付けに

関する意見の根拠及び理由」に記載の根拠及び理由に

基づき、後記のとおり出席取締役の全員一致により、①

公開買付者による本公開買付けに賛同の意見を表明す

ること、及び②当社の株主の皆様に対し、本公開買付け

への応募を推奨することを決議いたしました。

②本公開買付けに関する意見の根拠及び理由

・本公開買付けの概要等

公開買付者は、ドイツ連邦共和国に本拠を有する

ベーリンガー インゲルハイム グループにおける海外

グループ会社の多くを統括する会社であるベーリン

ガー インゲルハイム アウスランズベタイリグングス 

ＧｍｂＨ（Boehringer Ingelheim

Auslandsbeteiligungs GmbH）（以下「ＢＡ」といい、

公開買付者及びＢＡ並びにＢＡがその発行済株式の全

てを保有する日本ベーリンガーインゲルハイム株式会

社（以下「ＮＢ」といいます。）を含むベーリンガー 

インゲルハイム グループに属する会社（ただし、当社

を除くものとします。）を、「ＢＩグループ」と総称し

ます。）がその持分の全てを保有し、本公開買付けを通

じて当社株式を取得及び保有することを目的として、設

立された会社です。

公開買付者は、当社の発行済株式の全て（当社が保

有する自己株式を除きます。）を取得して当社を完全子

会社化することを目的として、本公開買付けを実施する

ことを決定したとのことです。

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

 91/109



前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 ・本公開買付けに賛同の意見を表明するに至った意思

決定の過程及び本公開買付け成立後の経営方針

当社は、ＢＩグループから、平成21年９月７日に、本公

開買付けを含む当社の完全子会社化取引に関する提案

を受けました。

ベーリンガー インゲルハイム グループは、全世界

47カ国に41,000人を超える従業員を擁する世界トップ

20の製薬会社の一つで、平成20年度売上は115億95 百万

ユーロであり、ヒト用医薬品ビジネス及びアニマルヘル

スビジネスを中心に活動しております。ヒト用医薬品ビ

ジネスは売上の96％を占めており、その大部分は医療用

医薬品及びコンシューマーヘルスケア（以下「ＣＨ

Ｃ」といいます。）製品で、その他化学薬品及びバイオ

医薬品の業界向け製品にも取り組んでおります。

一方、当社は、創業245年の歴史を誇る、日本を代表す

る製薬会社であり、平成21年度売上は414億88百万円で

あります。当社は、平成17 年４月に医療用医薬品事業を

分割・譲渡し、ＯＴＣ 医薬品（一般用医薬品）事業を

中心としたＣＨＣビジネスに経営資源を集中する等、こ

こ数年に渡り大きな事業構造改革に取り組んでおりま

す。ＢＩグループからは、当社を完全子会社化した場合

にも、引き続き、当社によるかかる事業構造改革等を支

持していくと聞いております。

ＢＩグループは、製薬業界における急激なグローバル

化に従って、従来の多角的事業経営から、ＣＨＣビジネ

スを含むヒト用医薬品ビジネスにコア事業をシフトし

てきたとのことです。その中で、当社は、昭和49年よりＢ

Ｉグループと戦略的協調体制を進めてまいりました。平

成13年10月には、当社はＮＢの連結子会社化となりまし

た。当社及びＢＩグループは、長きに渡る協調体制をさ

らに強化し、また、ＢＩグループのグローバルな情報力

及び研究開発力と、当社の強力な販売力及び新製品開発

力を生かし、ベーリンガー インゲルハイム グループに

とって２番目に大きな市場である日本におけるビジネ

スを順調に展開しております。

日本国内におけるＣＨＣ市場は、医薬品市場の規制

緩和や消費者の健康志向を背景に、さらなる変化と、そ

れに伴う新たな商機の到来が見込まれておりますが、一

方で、個人消費の伸び悩みやＯＴＣ医薬品市場での同質

化競争・価格競争の激化が進んでおります。そのような

中、ＢＩグループは、日本市場において強力なブランド

力を有する当社を完全子会社化することによって、日本

におけるＣＨＣビジネスの市場における地位をより一

層強化し、かつ、発展させることができると考え、本公開

買付けを含む当社の完全子会社化取引の実施を決定し

たとのことです。
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 これを受けて、当社の取締役会は、ＢＩグループに属

するＮＢが当社株式を70,444,343株（株式所有割合：

約60.2％）保有する当社の親会社であることに鑑み、Ｂ

Ｉグループから提案された完全子会社化取引について

の公正性を確保し、取引の透明性及び客観性を高めるた

めに、特別委員会を設置し、特別委員会に対して、ＢＩグ

ループから提案された完全子会社化取引の受け容れの

是非及びそのための条件、本公開買付けの実施の是非及

び条件、その他本公開買付け後に実施予定の完全子会社

化取引に関する事項（以下「本件検討事項」といいま

す。）に関して検討のうえ交渉を行なうこと、並びに当

該交渉のため必要な情報を収集及び検討すること（当

該情報収集及び検討のために合理的に必要な範囲で独

自のアドバイザーを起用することを含みます。）に関す

る権限を付与することを決議しました。

特別委員会の委員は、特別委員会における本件検討

事項に関する検討結果を踏まえ、継続的にＢＩグループ

側と直接交渉を行ないました。その結果、本公開買付け

を含む当社の完全子会社化取引の実施によって、以下の

ようなメリットが見込まれるものと判断し、当社の取締

役会に報告いたしました。

まず、ＢＩグループが当社を完全子会社化することに

より、当社は、ＢＩグループとの連携を一層強化するこ

とができると考えられます。また、ＢＩグループが当社

を完全子会社化することにより、当社及びＢＩグループ

の共同意思決定プロセスの効率性が向上し、当社はＢＩ

グループが持つ経営資源及びノウハウを共有すること

ができるようになります。さらに、当社がグローバル企

業グループの日本における完全子会社となることで、当

社の従業員も成長とキャリアアップの機会を享受する

ことが期待できます。

また、ＢＩグループからは、当社の完全子会社化後も、

ＢＩグループにおけるグループポリシーに従って当社

の自主性・独立性を尊重し、当社の事業の強化を図って

いくこととし、厳しい市場環境を勝ち抜くために、当社

の伝統ある会社名・製品名を存続させ、ＢＩグループは

当社をＣＨＣビジネスにおける中心企業と位置付ける

との説明を受けております。

上記の事項に加え、有力なパイプラインを有するＢＩ

グループの医療用医薬品における強固な世界規模のビ

ジネスを活用する機会を得ることにより、当社は、さら

なる競争力を得ることができます。

当社は、上記のような特別委員会からの報告や、当社

のフィナンシャル・アドバイザーである株式会社ＫＰ

ＭＧ ＦＡＳ（以下「ＫＰＭＧ ＦＡＳ」といいます。）

及びリーガル・アドバイザーである阿部・井窪・片山

法律事務所からの意見書等を踏まえ、ＢＩグループによ

る当社の完全子会社化が、当社の企業価値を向上させる

ために極めて有効な方策であるとの結論
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 に至りました。また、当社は、特別委員会からの答申の内

容や、当社のフィナンシャル・アドバイザーであるＫＰ

ＭＧ ＦＡＳのフェアネス・オピニオン等を踏まえ、本

公開買付価格その他の本公開買付けの諸条件は、当社の

少数株主の利益に適切な配慮がなされたものであり、本

公開買付価格は妥当な価格であって、当社の株主の皆様

に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであ

ると判断しました。

以上から、当社の取締役会は、本公開買付けに賛同の

意見を表明すると共に、当社の株主の皆様に対し本公開

買付けへの応募を勧める旨の決議を行なうことといた

しました。

(5）本公開買付け成立後の組織再編等の方針（いわゆる二

段階買収に関する事項）

本公開買付けが成立した場合で、本公開買付けにより公

開買付者が当社の発行済株式の全て（当社が保有する自

己株式を除きます。以下、本「（５）本公開買付け成立後

の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」において同じです。）を取得できなかった場合に

は、公開買付者は、以下の方法により、公開買付者が当社の

発行済株式の全てを取得することを企図しているとのこ

とです。

具体的には、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、

①当社の定款の一部を変更し、当社において普通株式とは

別の種類の当社の株式を発行できるものとすることによ

り、当社を会社法（平成17 年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下「会社法」といいます。）に規定する種類

株式発行会社に変更すること、②当社の定款の一部を変更

し、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社

法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めを

いいます。以下同じです。）を付すこと、及び③当社が全部

取得条項が付された当社普通株式の全部（当社が保有す

る自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引換えに

普通株式とは別の種類の当社の株式を交付すること等の

議案を含む臨時株主総会、並びに上記②の議案を含む当社

普通株式の株主を構成員とする種類株主総会の開催を当

社に要請する予定であるとのことです。なお、公開買付者

は、上記の臨時株主総会及び種類株主総会において上記各

議案に賛成する予定であるとのことです。

上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全て

の普通株式は全部取得条項が付された普通株式とされた

上で、全て当社に取得され、当社の株主（当社を除きま

す。）の皆様には当該取得の対価として普通株式とは別の

種類の当社の株式が交付されることとなりますが、交付さ

れるべき当該当社の株式の数に１株に満たない端数があ

る株主に対しては、会社法第234条その他の関係法令の定

めに従って、当該端数の合計数を売却することによって得

られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数

の合計数の売却価格については、特段の事情がない限り、

本公開買付価格を基準として算定する予
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前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 定です。また、全部取得条項が付された当社普通株式の取

得の対価として交付する当社の株式の種類及び数は未定

ですが、公開買付者が当社の発行済株式の全てを保有する

こととなるよう、本公開買付けに応募されなかった当社の

株主の皆様に対し交付しなければならない当社の株式の

数が１株に満たない端数となるよう決定する予定です。

本公開買付け及びその後の各手続により当社の完全子

会社化が完了した後、公開買付者は、当社を吸収合併存続

会社（会社法第749条第１項柱書で定義される会社をいい

ます。）、公開買付者を吸収合併消滅会社（会社法第749条

第１項第１号で定義される会社をいいます。）とする吸収

合併を行なうことを予定しているとのことです。さらにそ

の後、ＢＩグループの日本におけるグループ会社経営を集

約化すること等を目的として、（公開買付者との間の吸収

合併後の）当社及びＮＢの発行済株式の全てを保有する

こととなる共同持株会社を設立することが予定されてい

るとのことです。上記の吸収合併及び共同持株会社の設立

の実施について、その詳細及び時期は未定であり、また、事

業環境の変化等の影響によっては、これらを実施しない可

能性があるとのことです。

(6）上場廃止となる見込みがある旨及びその理由

当社普通株式は、現在、東京証券取引所市場第一部に上

場されていますが、公開買付者は、本公開買付けにおいて

買付けを行なう株券等の数に上限を設定していないため、

本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の定める株

券上場廃止基準に従って、当社普通株式は、所定の手続を

経て上場廃止となる可能性があります。また、当該基準に

該当しない場合でも、本公開買付けの成立後に、前記

「（５）本公開買付け成立後の組織再編等の方針（いわ

ゆる二段階買収に関する事項）」に記載の各手続を実行

することとなった場合には、株券上場廃止基準に該当し当

社普通株式は、所定の手続を経て上場廃止になります。な

お、上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所におい

て取引することができなくなります。

(7）公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへ

の応募に係る重要な合意に関する事項

公開買付者は、ＮＢより、ＮＢの保有する当社普通株式

の全てである70,444,343株（株式所有割合：約60.2％）

を本公開買付けに応募する旨の同意を得ているとのこと

です。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

㈱サンドラッグ 138,240 285

シミック・エスエス・ＣＭＯ㈱ 100 213

Arena Pharmaceuticals,Inc.153,000 50

グローウェルホールディングス㈱ 22,105 46

スギホールディングス㈱ 20,000 40

㈱ツルハホールディングス 10,000 33

シミックＣＭＯコリア㈱ 37,271 29

㈱マツモトキヨシホールディングス 11,000 22

㈱クリエイトＳＤホールディングス 12,000 21

井田製薬工業股?有限公司 6,000 17

その他（15銘柄） 746,928.49 93

計 1,156,644.49 854
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【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券

満期保有

目的の債

券

第７２回国庫短期証券 2,000 1,999

第７４回国庫短期証券 2,000 1,999

第７７回国庫短期証券 2,000 1,999

第５９回国庫短期証券 2,000 1,999
ユーロ円建変動金利債
Morgan Stanley 1,000 1,000

第６３回国庫短期証券 1,000 999

第６４回国庫短期証券 1,000 999

第７１回国庫短期証券 1,000 999

第７６回国庫短期証券 1,000 999

小計 13,000 12,996

投資有価証券
その他有

価証券

ドイツ銀行ＡＧロンドン 500 481
アレグロ・インベストメント・コーポ
レーション 500 469

カリヨン・フィナンシャル・プロダク
ツ・ガンジー・リミテッド 500 455

ダイワＳＭＢＣ 500 426

小計 2,000 1,832

計 15,000 14,829

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券
神戸バイオメディカル投資事業有限責
任組合 1 1

計 1 1
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産                             

建物 23,326 79
1,120

(107)
22,286 15,109 605 7,176

構築物 1,832 0
78

(2)
1,754 1,337 51 416

機械及び装置 15,480 180
591

(25)
15,069 13,475 546 1,594

車両運搬具 128 3
11

(0)
121 109 9 11

工具、器具及び備品 6,610 149
354

(19)
6,405 5,087 330 1,317

土地 3,647 －
227

(74)
3,419 － － 3,419

建設仮勘定 1 263 146 117 － － 117

有形固定資産計 51,027 676
2,530

(229)
49,174 35,120 1,542 14,053

無形固定資産                             

商標権 6 － － 6 3 0 2

ソフトウエア 1,331 655 217 1,770 718 214 1,051

その他 64 － 0 64 4 0 60

無形固定資産計 1,403 655 217 1,841 726 215 1,114

長期前払費用 302 129 29 402 217 101 185

　（注）１　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　九州支店　　　349百万円

名古屋支店　　309百万円

北海道支店　　202百万円　

２　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 132 51 22 39 122

賞与引当金 456 558 456 － 558

役員賞与引当金 81 74 81 － 74

返品調整引当金 1,322 642 1,322 － 642

役員退職慰労引当金 223 52 129 － 146

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 107

当座預金 3,375

普通預金 28

定期預金 9,100

別段預金 13

（預金計） 12,517

合計 12,625

ｂ　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ヒグチ産業㈱ 86

㈱セキ薬品 38

㈱ジップウォンツ 30

ゴダイ㈱ 29

㈱大創産業 27

その他 363

合計 575

(ロ）期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成22年１月 280

〃 　２月 157

〃 　３月 95

〃 　４月以降 41

合計 575
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ｃ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ダイコク 577

㈱サンドラッグ 515

㈱マツモトキヨシ 510

㈱ツルハ 506

ウェルシア関東㈱ 420

その他 8,924

合計 11,454

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A)＋(B)

× 100
(A)＋(D)
────

2
÷

(B)
────
365

11,209 43,544 43,300 11,454 79.1 95.0

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。

ｄ　商品及び製品

区分 金額（百万円）
エスタック・ブロン群　　 392
エスカップ群 202
イブ群 60
人参四物湯 38
その他 1,542

合計 2,236

　

ｅ　仕掛品 

区分 金額（百万円）
打錠・カプセル・コーティング部門 87
整粒・混合部門 31
その他 275

合計 393
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ｆ　原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）
原材料 　
原料 401
包装材料 96
容器材料 65
その他 10

小計 573
貯蔵品 　
試薬 25
販促物 13
その他 2

小計 41
合計 615

ｇ　関係会社出資金

区分 金額（百万円）
ヌトリケム・ダイエット医薬GmbH 3,474
ヌトリラン医薬販売GmbH 377

合計 3,852
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②　負債の部

ａ　買掛金

相手先 金額（百万円）

朝日印刷㈱ 192

シミック・エスエス・ＣＭＯ㈱ 164

日新薬品工業㈱ 162

㈱トーモク 161

佐藤薬品工業㈱ 106

その他 1,691

合計 2,478

ｂ　未払費用

区分 金額（百万円）

広告費 2,046

給料等 308

歩戻金 109

その他 1,840

合計 4,305

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 （特別口座）　

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人 （特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由に

よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に

掲載して行なうことといたします。

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおりです。

　http://www.ssp.co.jp/

株主に対する特典 なし

  （注）定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 

(1）金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名

　日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社

　ベーリンガーインゲルハイムアウスランズベタイリグングスGmbH

　ベーリンガーインゲルハイムインターナショナルGmbH

　ベーリンガーインゲルハイムフェルヴァルトゥングスGmbH

 

２【その他の参考情報】

　

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書　　及

びその添付書類

事業年度

（第82期）

自　平成20年１月１日

至　平成20年12月31日

平成21年３月30日

関東財務局長に提出。

     

(2）四半期報告書

及び確認書
（第83期第１四半期）

自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日

平成21年５月15日

関東財務局長に提出。

　 　

　
（第83期第２四半期）

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

平成21年８月10日

関東財務局長に提出。

　 　

　
（第83期第３四半期）

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

平成21年11月13日

関東財務局長に提出。

(3）自己株券買付状況

報告書
報告期間

自　平成20年12月１日

至　平成20年12月31日

平成21年１月13日

関東財務局長に提出。

  
報告期間

自　平成21年１月１日

至　平成21年１月31日

平成21年２月12日

関東財務局長に提出。

  
報告期間

自　平成21年２月１日

至　平成21年２月28日

平成21年３月11日

関東財務局長に提出。

  
報告期間

自　平成21年３月１日

至　平成21年３月31日

平成21年４月14日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成21年３月30日

エスエス製薬株式会社  

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　功

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

エスエス製薬株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス

製薬株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社の出資先である泰道リビング㈱は、平成21年３月19日に東京地方裁判所に

民事再生法の適用を申請した。なお、同日現在、会社は同社の投資有価証券を300百万円保有している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

エスエス製薬株式会社(E00946)

有価証券報告書

106/109



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成22年３月30日

エスエス製薬株式会社  

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　功

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　謙一郎

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

エスエス製薬株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス

製薬株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報

１．　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、ベーリンガーインゲル

ハイム・ジャパン・インベストメント合同会社による会社普通株式に対する公開買付けについて賛同の意見を表明す

ること及び会社の株主に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議した。

２．　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エスエス製薬株式会社の平成21年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、エスエス製薬株式会社が平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上
　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成21年３月30日

エスエス製薬株式会社  

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　功

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

エスエス製薬株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬

株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社の出資先である泰道リビング㈱は、平成21年３月19日に東京地方裁判所に

民事再生法の適用を申請した。なお、同日現在、会社は同社の投資有価証券を300百万円保有している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 平成22年３月30日

エスエス製薬株式会社  

取　締　役　会　御　中

 あ ら た 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大野　功

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　謙一郎

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

エスエス製薬株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスエス製薬

株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年２月10日開催の取締役会において、ベーリンガーインゲルハイ

ム・ジャパン・インベストメント合同会社による会社普通株式に対する公開買付けについて賛同の意見を表明すること及

び会社の株主に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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